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○児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準

〔平成二十四年三月十四日号外厚生労働省告示第百二十二号〕

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条の五の三第二項第一号及び第二十一条の五の四第二項〔現

行＝三項＝平成二四年六月法律五一号により改正〕第二号の規定（これらの規定を同法第二十一条の五の十三第二項にお

いて読み替えて適用する場合を含む。）に基づき、児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用

の額の算定に関する基準を次のように定め、平成二十四年四月一日から適用する。

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準

一　指定通所支援（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第二十一条の五の三第一項に規

定する指定通所支援をいう。以下同じ。）及び基準該当通所支援（法第二十一条の五の四第一項第二号に規定する基

準該当通所支援をいう。以下同じ。）に要する費用の額は、別表障害児通所給付費等単位数表第１、第３、第４及び

第５により算定する単位数に別にこども家庭庁長官が定める一単位の単価を乗じて得た額を算定するものとする。

二　前号の規定にかかわらず、次に掲げる指定児童発達支援（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準（平成二十四年厚生労働省令第十五号。以下「指定通所基準」という。）第四条に規定する指定

児童発達支援をいう。以下同じ。）に要する費用の額は、令和九年三月三十一日までの間、それぞれ次に掲げる額を

算定するものとする。

イ　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第五号。以下「一部改正府令」という。）附則第四条

及び第五条の規定によりなお従前の例によるものとされた主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所（指

定通所基準第五条第一項に規定する指定児童発達支援事業所をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。）において

難聴児に対し行う指定児童発達支援　別表２経過的障害児通所給付費等単位数表第１により算定する単位数に別に

こども家庭庁長官が定める一単位の単価を乗じて得た額

ロ　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所（一部改正府令附則第四条及び第五条の規定によりなお従前

の例によるものとされた主として重症心身障害児（法第七条第二項に規定する重症心身障害児をいう。以下同

じ。）を通わせる指定児童発達支援事業所をいう。以下同じ。）において重症心身障害児に対し行う指定児童発達

支援　別表２経過的障害児通所給付費等単位数表第２により算定する単位数に別にこども家庭庁長官が定める一単

位の単価を乗じて得た額

ハ　旧指定医療型児童発達支援事業所（一部改正府令附則第二条及び第三条の規定によりなお従前の例によるものと

された指定児童発達支援事業所をいう。以下同じ。）又は旧指定発達支援医療機関（児童福祉法等の一部を改正す

る法律（令和四年法律第六十六号。以下「一部改正法」という。）附則第四条第二項の規定により一部改正法第二

条の規定による改正後の児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定を受けたものとみなされているものをいう。

以下同じ。）において肢体不自由（法第六条の二の二第二項に規定する肢体不自由をいう。）のある児童（以下

「肢体不自由児」という。）又は重症心身障害児に対し行う指定児童発達支援　別表２経過的障害児通所給付費等

単位数表第３により算定する単位数に十円を乗じて得た額
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三　前二号の規定により、指定通所支援又は基準該当通所支援に要する費用の額を算定した場合において、その額に一円

未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて算定するものとする。

前　文〔抄〕〔平成二五年三月二九日厚生労働省告示第一〇三号〕

平成二十五年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二五年七月一一日厚生労働省告示第二三八号〕

平成二十五年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二六年三月三一日厚生労働省告示第一二八号〕

児童福祉法施行令及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令の一部を改正する政令

（平成二十六年政令第百二十七号）の施行の日（平成二十六年四月一日）から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二六年三月三一日厚生労働省告示第一八六号〕

平成二十六年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二六年一二月二二日厚生労働省告示第四八一号〕

平成二十七年一月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二七年三月二七日厚生労働省告示第一六八号〕

平成二十七年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二七年三月三一日厚生労働省告示第一九三号〕

平成二十七年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二七年八月三一日厚生労働省告示第三五七号〕

平成二十七年九月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二八年二月三日厚生労働省告示第二二号〕

平成二十八年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二八年三月三一日厚生労働省告示第一八五号〕

平成二十八年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二九年三月二七日厚生労働省告示第八四号〕

平成二十九年四月一日から適用する。ただし、この告示の適用の際現に指定を受けている児童福祉法に基づく指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成二十九年厚生労働省令第六号）による改

正前の児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二十四年厚生労働省令第十五

号）第六十六条に規定する指定放課後等デイサービス事業者が行う指定放課後等デイサービスに要する費用の額の算定に

ついては、平成三十年三月三十一日までの間は、なお従前の例による。

前　文〔抄〕〔平成二九年三月二八日厚生労働省告示第九四号〕

平成二十九年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成三〇年三月二二日厚生労働省告示第九九号〕

平成三十年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成三一年三月二五日厚生労働省告示第八七号〕

平成三十一年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和元年九月二七日厚生労働省告示第一二九号〕

令和元年十月一日から適用する。

附　則〔令和三年三月二三日厚生労働省告示第八七号抄〕

（施行期日）

第一条　この告示は、令和三年四月一日から施行する。
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（福祉・介護職員処遇改善加算に係る経過措置）

第二条　令和三年三月三十一日において現に第一条の規定による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基

準別表介護給付費等単位数表（次条において「旧介護給付費等単位数表」という。）第１の５の注のニ若しくはホ、

第２の６の注のニ若しくはホ、第３の５の注のニ若しくはホ、第４の５の注のニ若しくはホ、第５の６の注のニ若し

くはホ、第６の１４の注のニ若しくはホ、第７の１３の注のニ若しくはホ、第８の３の注のニ若しくはホ、第９の１

４の注のニ若しくはホ、第１０の９の注のニ若しくはホ、第１１の１３の注のニ若しくはホ、第１２の１６の注のニ

若しくはホ、第１３の１５の注のニ若しくはホ、第１４の１７の注のニ若しくはホ若しくは第１５の９の注のニ若し

くはホ、第二十条の規定による改正前の児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の

算定に関する基準別表障害児通所給付費等単位数表（次条において「旧障害児通所給付費等単位数表」という。）第

１の１３の注のニ若しくはホ、第２の１０の注のニ若しくはホ、第３の１１の注のニ若しくはホ、第４の４の注のニ

若しくはホ若しくは第５の３の注のニ若しくはホ又は第二十一条の規定による改正前の児童福祉法に基づく指定入所

支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児入所給付費単位数表（次条において「旧障害児入所給付費単位

数表」という。）第１の１０の注のニ若しくはホ若しくは第２の６の注のニ若しくはホに係る届出を行っている事業

所又は施設であって、第一条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費

等単位数表（以下「新介護給付費等単位数表」という。）第１の５の注、第２の６の注、第３の５の注、第４の５の

注、第５の６の注、第６の１４の注、第７の１４の注、第８の３の注、第９の１４の注、第１０の９の注、第１１の

１３の注、第１２の１６の注、第１３の１５の注、第１４の１７の注若しくは第１５の９の注、第二十条の規定によ

る改正後の児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児

通所給付費等単位数表（以下「新障害児通所給付費等単位数表」という。）第１の１３の注、第２の１０の注、第３

の１１の注、第４の４の注若しくは第５の３の注又は第二十一条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定入所

支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児入所給付費単位数表（以下「新障害児入所給付費単位数表」と

いう。）第１の１０の注若しくは第２の６の注に係る届出を行っていないものにおける福祉・介護職員処遇改善加算

(Ⅳ)及び福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)の算定については、令和四年三月三十一日までの間は、なお従前の例によ

ることができる。この場合において、福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)の算定

に当たっては、新介護給付費等単位数表、新障害児通所給付費等単位数表又は新障害児入所給付費単位数表の規定に

より算定した福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ)を用いることとする。

（福祉・介護職員処遇改善特別加算に係る経過措置）

第三条　令和三年三月三十一日において現に旧介護給付費等単位数表第１の６の注、第２の７の注、第３の６の注、第４

の６の注、第５の７の注、第６の１５の注、第７の１４の注、第８の４の注、第９の１５の注、第１０の１０の注、

第１１の１４の注、第１２の１７の注、第１３の１６の注、第１４の１８の注若しくは第１５の１０の注、旧障害児

通所給付費等単位数表第１の１４の注、第２の１１の注、第３の１２の注、第４の５の注若しくは第５の４の注又は

旧障害児入所給付費単位数表第１の１１の注若しくは第２の７の注に係る届出を行っている事業所又は施設であっ

て、新介護給付費等単位数表第１の５の注、第２の６の注、第３の５の注、第４の５の注、第５の６の注、第６の１

４の注、第７の１４の注、第８の３の注、第９の１４の注、第１０の９の注、第１１の１３の注、第１２の１６の

注、第１３の１５の注、第１４の１７の注若しくは第１５の９の注、新障害児通所給付費等単位数表第１の１３の

注、第２の１０の注、第３の１１の注、第４の４の注若しくは第５の３の注又は新障害児入所給付費単位数表第１の

１０の注若しくは第２の６の注に係る届出を行っていないものにおける福祉・介護職員処遇改善特別加算の算定につ

いては、令和四年三月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合において、旧介護給付費等
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単位数表第６の１５の注、第１１の１４の注、第１３の１６の注及び第１４の１８の注中「単位数（指定障害者支援

施設にあっては、１０００分の９に相当する単位数）」とあるのは「単位数」と、旧介護給付費等単位数表第７の１

４の注中「１２」とあるのは「１３」と、「単位数（指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所

（単独型事業所を除く。）において行う場合については１０００分の８に相当する単位数、指定共同生活援助事業所

（単独型事業所を除く。）及び日中サービス支援型指定共同生活援助事業所（単独型事業所を除く。）において行う

場合については１０００分の１０に相当する単位数、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所（単独型事業所を

除く。）において行う場合については１０００分の２３に相当する単位数、単独型事業所において行う場合について

は１０００分の６に相当する単位数）」とあるのは「単位数」と、「１３」とあるのは「１４」と、旧介護給付費等

単位数表第１０の１０の注中「１０００分の８（指定障害者支援施設にあっては、１０００分の９に相当する単位

数）」とあるのは「１０００分の８」と、旧介護給付費等単位数表第１２の１７の注中「１５の４」とあるのは「１

５の５」とする。

（医療的ケア区分に係る経過措置）

第九条　施行日から令和四年六月三十日までの間は、第十二条の規定による改正後の厚生労働大臣が定める者第五号の

五、新障害児通所給付費等単位数表第１の１のイ並びに第三十条の規定による改正後の厚生労働大臣が定める施設基

準第三号、第九号及び第十五号の二中「以上である」とあるのは「以上又はこれに準ずる状態である」とする。

（障害福祉サービス経験者に係る経過措置）

第十条　この告示の施行の際現に指定を受けている児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成二十四年厚生労働省令第十五号。次条において「指定通所支援基準」という。）第五条第一項に規定

する指定児童発達支援事業者（附則第十二条において「旧指定児童発達支援事業者」という。）に対する新障害児通

所給付費等単位数表第１の１の注８及び注９並びに第１の５の注１から注３までの規定の適用については、令和五年

三月三十一日までの間、新障害児通所給付費等単位数表第１の１の注８及び注９中「届け出た指定児童発達支援事業

所」とあるのは「届け出た指定児童発達支援事業所（児童指導員等又は保育士を２以上配置している場合に限

る。）」と、新障害児通所給付費等単位数表第１の５の注１中「児童指導員」とあるのは「児童指導員若しくは障害

福祉サービス経験者（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業し

た者、同法第９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了し

た者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）若しくは文部科学大臣がこれと

同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事したものをいう。以下

同じ。）」と、新障害児通所給付費等単位数表第１の５の注２中「児童指導員」とあるのは「児童指導員若しくは障

害福祉サービス経験者」と、新障害児通所給付費等単位数第１の５の注３中「若しくは保育士」とあるのは「、保育

士若しくは障害福祉サービス経験者」とする。

第十一条　この告示の施行の際現に指定を受けている指定通所支援基準第六十六条第一項に規定する指定放課後等デイサ

ービス事業者（附則第十三条において「旧指定放課後等デイサービス事業者」という。）に対する新障害児通所給付

費等単位数表第３の１の注７及び注８並びに第３の４の注１から注３までの規定の適用については、令和五年三月三

十一日までの間、新障害児通所給付費等単位数表第３の１の注７及び注８中「届け出た指定放課後等デイサービス事

業所」とあるのは「届け出た指定放課後等デイサービス事業所（児童指導員等又は保育士を２以上配置している場合

に限る。）」と、新障害児通所給付費等単位数表第３の４の注１及び注２中「児童指導員」とあるのは「児童指導員

若しくは障害福祉サービス経験者」と、新障害児通所給付費等単位数表第３の４の注３中「若しくは保育士」とある

のは「、保育士若しくは障害福祉サービス経験者」とする。

（基本報酬に係る経過措置）
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第十四条　令和三年九月三十日までの間は、新介護給付費等単位数表第１の１のイからホまで、第２の１のイ及びロ、第

３の１のイからトまで、第４の１のイからタまで、第５の１のイ及びロ、第６の１のイからニまで、第７の１のイか

らホまで、第８の１のイからハまで、第９の１のイからホまで、第１０の１のイからニまで、第１１の１のイからヘ

まで、第１２の１のイ及びロ、第１３の１のイ及びロ、第１４の１のイからホまで、第１４の２の１のイからハま

で、第１４の３の１のイ及びロ、第１５の１のイからニまで、第１５の１の２のイからニまで、第１５の１の２の２

のイからホまで並びに第１５の１の３のイからニまで、新障害児通所給付費等単位数表第１の１のイからトまで、第

２の１のイからニまで、第３の１のイからホまで、第４の１及び第５の１、新障害児入所給付費単位数表第１の１の

イからホまで及び第２の１のイからニまで、第二十二条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表地域相談支援給付費単

位数表第１の１のイからハまで並びに第２の１のイ及びロ、第二十三条の規定による改正後の障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表計画相

談支援給付費単位数表１のイ及びロ並びに第二十四条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定障害児相談支援

に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児相談支援給付費単位数表１のイ及びロについて、それぞれの所定単

位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

前　文〔抄〕〔令和四年三月三一日厚生労働省告示第一二八号〕

令和四年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和四年七月一三日厚生労働省告示第二三一号〕

令和四年十月一日から適用する。

附　則〔令和五年三月三一日厚生労働省告示第一六七号抄〕

（適用期日）

第一条　この告示は、令和五年四月一日から適用する。

（経過措置）

第二条　この告示の適用前にこの告示による改正前のそれぞれの告示の規定により厚生労働大臣が行った行為は、この告

示の適用後は、この告示による改正後のそれぞれの告示の相当規定により相当の国の機関がした行為とみなす。

附　則〔令和六年三月一五日こども家庭庁告示第三号抄〕

（施行期日）

第一条　この告示は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。

一　第二条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）〔中略〕及び附則第三条の規定　令和六年六月一日

二　第二条中児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害

児通所給付費等単位数表第１の１の注３に（４）を加える改正規定、同表第３の１の注４に（４）を加える改正規

定、同表第４の１の注３に（３）を加える改正規定及び同表第５の１の注２に（４）を加える改正規定並びに同告

示別表２経過的障害児通所給付費等単位数表第１の１の注４に（４）を加える改正規定、同表第２の１の注２に

（４）を加える改正規定及び同表第３の１の注２に（３）を加える改正規定　令和七年四月一日

三　〔略〕

（経過措置）

第二条　令和七年三月三十一日までの間は、第一条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当

通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費等単位数表の第１の１の注６、第３の１の注６

の３、第４の１の注７及び第５の１の注６並びに別表２経過的障害児通所給付費等単位数表の第１の１の注８、第２

の１の注６及び第３の１の注６、第三条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の
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算定に関する基準障害児入所給付費単位数表第１の１の注３の３及び第２の１の注３の３並びに第五条の規定による

改正後の児童福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児相談支援給付費単

位数表１の注６の規定は適用しない。ただし、児童発達支援給付費、放課後等デイサービス給付費、主として難聴児

経過的児童発達支援給付費、主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費、医療型経過的児童発達支援給付

費、福祉型障害児入所施設給付費又は医療型障害児入所施設給付費を算定している事業所又は施設が、感染症の予防

及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定していない場合は、この限りでない。

第三条　〔一項略〕

２　令和六年五月三十一日において現に福祉・介護職員処遇改善加算（第二条の規定による改正前の児童福祉法に基づく

指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費等単位数表（以下こ

の項において「旧通所給付費等単位数表」という。）第１の１３、第３の１１、第４の４及び第５の３並びに別表２

経過的障害児通所給付費等単位数表（以下この項において「旧経過的通所給付費等単位数表」という。）第１の１

９、第２の１９及び第３の１８並びに第四条の規定による改正前の児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の

額の算定に関する基準別表障害児入所給付費単位数表（以下この項において「旧入所給付費単位数表」という。）第

１の１０及び第２の６の福祉・介護職員処遇改善加算をいう。）を算定しており、かつ、福祉・介護職員等ベースア

ップ等支援加算（旧通所給付費等単位数表第１の１５、第３の１３、第４の６及び第５の５、旧経過的通所給付費等

単位数表第１の２１、第２の２１及び第３の２０並びに旧入所給付費単位数表第１の１２及び第２の８の福祉・介護

職員等ベースアップ等支援加算をいう。以下この項において同じ。）を算定していない事業所又は施設が、令和八年

三月三十一日までの間において、福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅳ)まで（第二条の規定による改正後の児

童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費等

単位数表第１の１３、第３の１１、第４の４及び第５の３並びに別表２経過的障害児通所給付費等単位数表第１の１

９、第２の１９及び第３の１８並びに第四条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の

額の算定に関する基準別表障害児入所給付費単位数表第１の１０及び第２の６の福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)

から(Ⅳ)までをいう。）のいずれかを算定する場合には、当該事業所又は施設が仮に福祉・介護職員等ベースアップ

等支援加算を算定した場合に算定することが見込まれる額の三分の二以上を福祉・介護職員その他の職員の基本給又

は決まって支払われる手当に充てる福祉・介護職員その他の職員の賃金（退職手当を除く。）の改善を実施しなけれ

ばならない。

別表

障害児通所給付費等単位数表

第１　児童発達支援

１　児童発達支援給付費（１日につき）

イ　児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行う場合

（１）　時間区分１（指定児童発達支援の提供時間が３０分以上１時間３０分以下。以下この第１において同

じ。）

(一)　医療的ケア区分３（次の表（以下「スコア表」という。）の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を

必要とする状態であって、スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、３２点

以上である障害児について算定する場合に限る。以下同じ。）

ａ　利用定員が３０人以下の場合３，１３６単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，０６１単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２，９９１単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２，９２４単位
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ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２，８９７単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２，８７３単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合２，８４９単位

(二)　医療的ケア区分２（スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を必要とする状態であって、ス

コア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、１６点以上である障害児について算

定する場合に限る。以下同じ。）

ａ　利用定員が３０人以下の場合２，１２０単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，０４５単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，９７５単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，９０９単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，８８１単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，８５７単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，８３３単位

(三)　医療的ケア区分１（スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を必要とする状態であって、ス

コア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、３点以上である障害児について算定

する場合に限る。以下同じ。）

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，７８２単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７０６単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，６３６単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，５７０単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，５４３単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，５１９単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，４９５単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，１０４単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，０２９単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合９５９単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合８９３単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合８６６単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合８４１単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合８１７単位

（２）　時間区分２（指定児童発達支援の提供時間が１時間３０分超３時間以下。以下この第１において同

じ。）

(一)　医療的ケア区分３

ａ　利用定員が３０人以下の場合３，１６３単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，０８５単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３，０１３単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２，９４５単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２，９１８単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２，８９３単位
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ｇ　利用定員が８１人以上の場合２，８６８単位

(二)　医療的ケア区分２

ａ　利用定員が３０人以下の場合２，１４７単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，０６９単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，９９７単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，９２９単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，９０２単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，８７７単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，８５２単位

(三)　医療的ケア区分１

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，８０８単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７３１単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，６５９単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，５９１単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，５６３単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，５３８単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，５１４単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，１３１単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，０５３単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合９８１単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合９１３単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合８８６単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合８６１単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合８３６単位

（３）　時間区分３（指定児童発達支援の提供時間が３時間超５時間以下。以下この第１において同じ。）

(一)　医療的ケア区分３

ａ　利用定員が３０人以下の場合３，２１５単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，１３４単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３，０５９単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２，９８７単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２，９５８単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２，９３２単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合２，９０６単位

(二)　医療的ケア区分２

ａ　利用定員が３０人以下の場合２，１９９単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，１１８単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２，０４３単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，９７１単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，９４２単位
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ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，９１６単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，８９０単位

(三)　医療的ケア区分１

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，８６１単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７８０単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，７０４単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１，６３３単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１，６０４単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１，５７８単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合１，５５１単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が３０人以下の場合１，１８４単位

ｂ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，１０２単位

ｃ　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１，０２７単位

ｄ　利用定員が５１人以上６０人以下の場合９５５単位

ｅ　利用定員が６１人以上７０人以下の場合９２６単位

ｆ　利用定員が７１人以上８０人以下の場合９００単位

ｇ　利用定員が８１人以上の場合８７４単位

ロ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設（児童発達支援センターであるものを除く。以下同

じ。）において障害児に対し指定児童発達支援を行う場合（ハに該当する場合を除く。）

（１）　時間区分１

(一)　主に小学校就学前の障害児（以下「未就学児」という。）に対し指定児童発達支援を行う場合

ａ　医療的ケア区分３

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合２，９３３単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，６８４単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，５６８単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，９１７単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，６６８単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，５５２単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，５７９単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，３３０単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，２１４単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合９０１単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合６５２単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合５３６単位

(二)　(一)以外の場合

ａ　医療的ケア区分３
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（ａ）　利用定員が１０人以下の場合２，８１３単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，５９３単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，４９３単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，７９７単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，５７７単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，４７７単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，４５９単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，２３８単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，１３９単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合７８１単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合５６１単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合４６１単位

（２）　時間区分２

(一)　主に未就学児に対し指定児童発達支援を行う場合

ａ　医療的ケア区分３

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合２，９５９単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，７０２単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，５８２単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，９４３単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，６８７単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，５６７単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，６０５単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，３４８単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，２２８単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合９２８単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合６７１単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合５５１単位

(二)　(一)以外の場合

ａ　医療的ケア区分３

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合２，８３６単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，６０８単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，５０５単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，８２０単位
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（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，５９２単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，４８９単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，４８１単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，２５４単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，１５１単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合８０４単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合５７６単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合４７３単位

（３）　時間区分３

(一)　主に未就学児に対し指定児童発達支援を行う場合

ａ　医療的ケア区分３

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合３，０１２単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，７３９単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，６１１単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，９９６単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，７２３単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，５９６単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，６５８単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，３８５単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，２５７単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合９８０単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合７０７単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合５８０単位

(二)　(一)以外の場合

ａ　医療的ケア区分３

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合２，８８１単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，６３９単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合２，５２９単位

ｂ　医療的ケア区分２

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，８６５単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，６２３単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，５１３単位

ｃ　医療的ケア区分１

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合１，５２６単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，２８４単位
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（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合１，１７５単位

ｄ　ａからｃまでに該当しない障害児について算定する場合

（ａ）　利用定員が１０人以下の場合８４９単位

（ｂ）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合６０７単位

（ｃ）　利用定員が２１人以上の場合４９７単位

ハ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重症心身障害児に対し指定児童発達支援を

行う場合

（１）　利用定員が５人以上７人以下の場合２，１３１単位

（２）　利用定員が８人以上１０人以下の場合１，３４７単位

（３）　利用定員が１１人以上の場合８５０単位

ニ　共生型児童発達支援給付費６８２単位

ホ　基準該当児童発達支援給付費

（１）　基準該当児童発達支援給付費(Ⅰ)７９３単位

（２）　基準該当児童発達支援給付費(Ⅱ)６８２単位

項目 細項目 基本スコア 見守りスコア

高 中 低

１．人工呼吸器

（鼻マスク式補

助換気法、ハイ

フローセラピ

ー、間
けつ

歇的陽圧

吸入法、排
たん

痰補

助装置及び高頻

度胸壁振動装置

を含む。）の管

理

１０ ２ １ ０

２．気管切開の管

理

８ ２ ０

３．鼻
いん

咽頭エアウ

ェイの管理

５ １ ０

４．酸素療法 ８ １ ０
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５．吸引（口鼻
くう

腔

又は気管内吸引

に限る。）

８ １ ０

６．ネブライザー

の管理

３ ０

７．経管栄養 （１）　経鼻

胃管、胃
ろう

瘻、経鼻腸

管、経胃
ろう

瘻

腸管、腸
ろう

瘻

又は食道
ろう

瘻

８ ２ ０

（２）　持続

経管注入ポ

ンプ使用

３ １ ０

８．中心静脈カテ

ーテルの管理

（中心静脈栄

養、肺高血圧症

治療薬、麻薬

等）

８ ２ ０

９．皮下注射 （１）　皮下

注射（イン

スリン、麻

薬等の注射

を含む。）

５ １ ０

（２）　持続

皮下注射ポ

ンプの使用

３ １ ０
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１０．血糖測定

（持続血糖測定

器による血糖測

定を含む。）

３ １ ０

１１．継続的な透

析（血液透析、

腹膜透析等）

８ ２ ０

１２．導尿 （１）　間欠

的導尿

５ ０

（２）　持続

的導尿（尿

道留置カテ

ーテル、
ぼう

膀
こう

胱
ろう

瘻、腎
ろう

瘻

又は尿路ス

トーマ）

３ １ ０

１３．排便管理 （１）　消化

管ストーマ

の使用

５ １ ０

（２）　摘便

又は洗腸

５ ０

（３）　
かん

浣腸 ３ ０

１４．
けい

痙
れん

攣時にお

ける座薬挿入、

吸引、酸素投与

又は迷走神経刺

激装置の作動等

の処置

３ ２ ０

（注）

「１３．排便管理」における「（３）　
かん

浣腸」は、市販のディ

スポーザブルグリセリン
かん

浣腸器（挿入部の長さがおおむね５セン
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チメートル以上６センチメートル以下のものであって、グリセリ

ンの濃度が５０％程度であり、かつ、容量が、成人を対象とする

場合にあってはおおむね４０グラム以下、６歳以上１２歳未満の

小児を対象とする場合にあってはおおむね２０グラム以下、１歳

以上６歳未満の幼児を対象とする場合にあってはおおむね１０グ

ラム以下、０歳の乳児を対象とする場合にあってはおおむね５グ

ラム以下のものをいう。）を用いて
かん

浣腸を施す場合を除く。

注１　イについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事（地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は法第５９

条の４第１項の児童相談所設置市（以下「児童相談所設置市」という。）にあっては、指定都市又は児童相談

所設置市の市長。以下同じ。）に届け出た指定児童発達支援の単位（指定通所基準第５条第５項及び第６条第

６項に規定する指定児童発達支援の単位をいう。以下同じ。）において、指定児童発達支援を行った場合に、

時間区分、障害児の医療的ケア区分及び利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公

共団体が設置する児童発達支援センター（法第４３条に規定する児童発達支援センターをいう。以下同じ。）

の場合は、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

２　ロについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定

児童発達支援の単位において、指定児童発達支援を行った場合に、時間区分、障害児の就学の状況及び医療的

ケア区分並びに利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

２の２　ハについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た

指定児童発達支援の単位において、指定児童発達支援を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位

数を算定する。

２の３　ニについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た

共生型児童発達支援（指定通所基準第５４条の２に規定する共生型児童発達支援をいう。以下同じ。）を行う

事業所（以下「共生型児童発達支援事業所」という。）において、共生型児童発達支援を行った場合に、１日

につき所定単位数を算定する。

２の４　ホについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして市町村長に届け出た基準

該当児童発達支援事業所（指定通所基準第５４条の６に規定する基準該当児童発達支援事業所をいう。以下同

じ。）において、基準該当児童発達支援（同条に規定する基準該当児童発達支援をいう。以下同じ。）を行っ

た場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２の５　イ及びロの算定に当たっては、指定児童発達支援事業所の従業者が、指定児童発達支援を行った場合

に、現に要した時間ではなく、児童発達支援計画（指定通所基準第２７条第１項（指定通所基準第５４条の５

及び第５４条の９において準用する場合を含む。）に規定する児童発達支援計画をいう。以下同じ。）に位置

付けられた内容の指定児童発達支援を行うのに要する標準的な時間に対応する時間区分で所定単位数を算定す

る。

２の６　指定児童発達支援、共生型児童発達支援又は基準該当児童発達支援（以下「指定児童発達支援等」とい

う。）の提供時間が３０分未満のものについては、児童発達支援計画に基づき、周囲の環境に慣れるために指

定児童発達支援等の提供時間を短時間にする必要がある等の理由で提供時間が３０分未満の指定児童発達支援

等の提供が必要であると市町村が認めた場合に限り、所定単位数を算定する。
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３　児童発達支援給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定単位

数に乗じて得た数を算定する。

（１）　障害児の数又は従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭

庁長官が定める割合

（２）　指定児童発達支援又は基準該当児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２７条（指定通所基

準第５４条の９において準用する場合を含む。）の規定に従い、児童発達支援計画が作成されていない場合　

次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定児童発達支援等の提供に当たって、指定通所基準第２６条第７項（指定通所基準第５４条の５及

び第５４条の９において準用する場合を含む。）に規定する基準に適合しているものとして都道府県知事又

は市町村長に届け出ていない場合　１００分の８５

４　営業時間（指定児童発達支援事業所、共生型児童発達支援事業所又は基準該当児童発達支援事業所（指定通

所基準第５４条の１０から第５４条の１２までの規定による基準該当児童発達支援事業所（以下「みなし基準

該当児童発達支援事業所」という。）を除く。以下「指定児童発達支援事業所等」という。）の場合には指定

通所基準第３７条（指定通所基準第５４条の５及び第５４条の９において準用する場合を含む。）に規定する

運営規程に定める営業時間を、みなし基準該当児童発達支援事業所の場合にはこれに準ずるものをいう。）

が、別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合には、所定単位数に別にこども家庭庁長官が定める割

合を所定単位数に乗じて得た額を算定する。

５　指定児童発達支援又は共生型児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第４４条第２項又は第３項（指

定通所基準第５４条の５において準用する場合を含む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位

数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５の２　指定通所基準第４５条第２項（指定通所基準第５４条の５及び第５４条の９において準用する場合を含

む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数か

ら減算する。

６　指定通所基準第３８条の２第１項（指定通所基準第５４条の５及び第５４条の９において準用する場合を含

む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数か

ら減算する。

６の２　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定

単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事

業所（児童発達支援センターに限る。）が、指定児童発達支援を行った場合にあっては、中核機能強化加算と

して、当該基準に掲げる区分に従い、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定しているときは、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　中核機能強化加算(Ⅰ)

(一)　利用定員が３０人以下の場合１５５単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１３３単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１０３単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合８５単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合７３単位
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(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合６３単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合５５単位

ロ　中核機能強化加算(Ⅱ)

(一)　利用定員が３０人以下の場合１２４単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１０６単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合８２単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合６８単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合５８単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合５０単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合４４単位

ハ　中核機能強化加算(Ⅲ)

(一)　利用定員が３０人以下の場合６２単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合５３単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合４１単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合３４単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２９単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２５単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合２２単位

７の２　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支

援事業所（児童発達支援センターを除く。）が、指定児童発達支援を行った場合にあっては、中核機能強化事

業所加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において障害児に対し指定児童発達支援を行っ

た場合（ロに該当する場合を除く。）

（１）　利用定員が１０人以下の場合１８７単位

（２）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１２５単位

（３）　利用定員が２１人以上の場合７５単位

ロ　主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重

症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　利用定員が５人の場合３７４単位

（２）　利用定員が６人の場合３１２単位

（３）　利用定員が７人の場合２６７単位

（４）　利用定員が８人の場合２３４単位

（５）　利用定員が９人の場合２０８単位

（６）　利用定員が１０人の場合１８７単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合１２５単位

８　常時見守りが必要な障害児に対する支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言

を行う等の支援の強化を図るために、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数（注９の加算を算

定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、児童指導員、保育士（国家

戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「特区法」という。）第１２条の５第５項に規定する事業

実施区域内にある指定児童発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る同条第２項に規定
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する国家戦略特別区域限定保育士。以下この第１において同じ。）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

手話通訳士（手話通訳を行う者の知識及び技能の審査・証明事業の認定に関する省令に基づく審査・証明事業

（平成元年厚生省告示第１２２号）に規定する手話通訳士をいう。以下同じ。）、手話通訳者、特別支援学校

免許取得者（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）に規定する特別支援学校の教員の免許状を有する

者をいう。以下同じ。）若しくは別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者（以下この注８において

「児童指導員等」という。）又はその他の従業者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指

定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、児童指導員等加配加算として、利用定員

に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定児童発達支援に従事

するものを常勤で配置する場合

(一)　利用定員が３０人以下の場合６２単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合５３単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合４２単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合３４単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２９単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２５単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合２２単位

（２）　専ら指定児童発達支援に従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（（１）に掲げる場合を除

く。）

(一)　利用定員が３０人以下の場合５１単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合４３単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３４単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２７単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２３単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合２０単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合１８単位

（３）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（（１）及び（２）に

掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が３０人以下の場合４１単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３５単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２７単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２２単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１９単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１６単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合１５単位

（４）　児童指導員等を配置する場合（（１）から（３）までに掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が３０人以下の場合３６単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３１単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２４単位
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(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１９単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１７単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１４単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合１３単位

（５）　その他の従業者を配置する場合

(一)　利用定員が３０人以下の場合３０単位

(二)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２６単位

(三)　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２０単位

(四)　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１６単位

(五)　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１４単位

(六)　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１２単位

(七)　利用定員が８１人以上の場合１１単位

ロ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において障害児に対し指定児童発達支援を行っ

た場合（ハに該当する場合を除く。）

（１）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定児童発達支援に従事

するものを常勤で配置する場合

(一)　利用定員が１０人以下の場合１８７単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１２５単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合７５単位

（２）　専ら指定児童発達支援に従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（（１）に掲げる場合を除

く。）

(一)　利用定員が１０人以下の場合１５２単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１０１単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合５９単位

（３）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（（１）及び（２）に

掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が１０人以下の場合１２３単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合８２単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合４９単位

（４）　児童指導員等を配置する場合（（１）から（３）までに掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が１０人以下の場合１０７単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合７１単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合４３単位

（５）　その他の従業者を配置する場合

(一)　利用定員が１０人以下の場合９０単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合６０単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合３６単位

ハ　主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重

症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合
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（１）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定児童発達支援に従事

するものを常勤で配置する場合

(一)　利用定員が５人の場合３７４単位

(二)　利用定員が６人の場合３１２単位

(三)　利用定員が７人の場合２６７単位

(四)　利用定員が８人の場合２３４単位

(五)　利用定員が９人の場合２０８単位

(六)　利用定員が１０人の場合１８７単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合１２５単位

（２）　専ら指定児童発達支援に従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（（１）に掲げる場合を除

く。）

(一)　利用定員が５人の場合３０５単位

(二)　利用定員が６人の場合２５３単位

(三)　利用定員が７人の場合２１６単位

(四)　利用定員が８人の場合１８８単位

(五)　利用定員が９人の場合１６７単位

(六)　利用定員が１０人の場合１４９単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合９８単位

（３）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（（１）及び（２）に

掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が５人の場合２４７単位

(二)　利用定員が６人の場合２０６単位

(三)　利用定員が７人の場合１７６単位

(四)　利用定員が８人の場合１５４単位

(五)　利用定員が９人の場合１３７単位

(六)　利用定員が１０人の場合１２３単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合８２単位

（４）　児童指導員等を配置する場合（（１）から（３）までに掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が５人の場合２１４単位

(二)　利用定員が６人の場合１７８単位

(三)　利用定員が７人の場合１５３単位

(四)　利用定員が８人の場合１３４単位

(五)　利用定員が９人の場合１１９単位

(六)　利用定員が１０人の場合１０７単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合７１単位

（５）　その他の従業者を配置する場合

(一)　利用定員が５人の場合１８０単位

(二)　利用定員が６人の場合１５０単位

(三)　利用定員が７人の場合１２９単位

(四)　利用定員が８人の場合１１３単位
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(五)　利用定員が９人の場合１００単位

(六)　利用定員が１０人の場合９０単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合６０単位

９　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限

る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）又は別にこども家庭

庁長官が定める基準に適合する専門職員（以下この注９及び８において「理学療法士等」という。）による支

援が必要な障害児に対する支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言を行う等の

専門的な支援の強化を図るために、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数（注８の加算を算定

している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、理学療法士等を１以上配置し

ているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合

に、専門的支援体制加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、注３の（２）を算定しているときは、加算しない。

イ　児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　利用定員が３０人以下の場合４１単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３５単位

（３）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合２７単位

（４）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２２単位

（５）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１９単位

（６）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１６単位

（７）　利用定員が８１人以上の場合１５単位

ロ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において障害児に対し指定児童発達支援を行っ

た場合（ハに該当する場合を除く。）

（１）　利用定員が１０人以下の場合１２３単位

（２）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合８２単位

（３）　利用定員が２１人以上の場合４９単位

ハ　主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重

症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　利用定員が５人の場合２４７単位

（２）　利用定員が６人の場合２０６単位

（３）　利用定員が７人の場合１７６単位

（４）　利用定員が８人の場合１５４単位

（５）　利用定員が９人の場合１３７単位

（６）　利用定員が１０人の場合１２３単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合８２単位

１０　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援

事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、看護職員加配加算として、１日につき次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定しているときは、次に掲げるその他の加

算は算定しない。

イ　看護職員加配加算(Ⅰ)
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主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重

症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　利用定員が５人の場合４００単位

（２）　利用定員が６人の場合３３３単位

（３）　利用定員が７人の場合２８６単位

（４）　利用定員が８人の場合２５０単位

（５）　利用定員が９人の場合２２２単位

（６）　利用定員が１０人の場合２００単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合１３３単位

ロ　看護職員加配加算(Ⅱ)

主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設において重

症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合

（１）　利用定員が５人の場合８００単位

（２）　利用定員が６人の場合６６６単位

（３）　利用定員が７人の場合５７２単位

（４）　利用定員が８人の場合５００単位

（５）　利用定員が９人の場合４４４単位

（６）　利用定員が１０人の場合４００単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合２６６単位

１１　ニの共生型児童発達支援給付費については、児童発達支援管理責任者（児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第４９条第１項に規定する児童発達支援管理責任者をいう。以下同

じ。）、保育士又は児童指導員を１以上配置し、地域に貢献する活動を行っているものとして都道府県知事に

届け出た共生型児童発達支援事業所において、共生型児童発達支援を行った場合に、共生型サービス体制強化

加算として、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定しているときは、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　児童発達支援管理責任者及び保育士又は児童指導員をそれぞれ１以上配置した場合１８１単位

ロ　児童発達支援管理責任者を配置した場合１０３単位

ハ　保育士又は児童指導員を配置した場合７８単位

２　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　指定児童発達支援事業所等において対面により相談援助を行った場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位
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注１　指定児童発達支援事業所等において、指定通所基準第５条若しくは第６条、第５４条の２第１号、第５４条

の３第２号若しくは第５４条の４第４号又は第５４条の６の規定により指定児童発達支援事業所等に置くべき

従業者（栄養士及び調理員を除く。以下この第１において「児童発達支援事業所等従業者」という。）が、児

童発達支援計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者（法第６条の２の２第８項の通所給付決定保護者を

いう。以下同じ。）の同意を得て、障害児及びその家族（障害児のきょうだいを含む。以下この注において同

じ。）等に対する相談援助を行った場合に、イ又はロそれぞれについて、１日につき１回及び１月につき４回

を限度として、イ又はロに掲げる場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　指定児童発達支援事業所等が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所（指定通所基準第６５

条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所基準第７１条の７に規定する指定居宅訪問型児童発

達支援の事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち１以上の事業と指定通

所基準第４条に規定する指定児童発達支援の事業を一体的に行う事業所に限る。この第１において同じ。）に

該当する場合には、障害児及びその家族等について、第３の２に規定する家族支援加算のイ、第４の１の３に

規定する家族支援加算のイ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数

を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときはイを、第３の２に規定する家族支援

加算のロ、第４の１の３に規定する家族支援加算のロ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定し

た回数とロを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定

しない。

２の２　子育てサポート加算８０単位

注　指定児童発達支援事業所等において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、指定児童発達支援等とあ

わせて、障害児の家族等に対して、児童発達支援事業所等従業者が指定児童発達支援等を行う場面を観察する機

会、当該場面に参加する機会その他の障害児の特性やその特性を踏まえたこどもへの関わり方に関する理解を促

進する機会を提供し、障害児の特性やその特性を踏まえたこどもへの関わり方等に関する相談援助その他の支援

を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を加算する。

３　食事提供加算

イ　食事提供加算(Ⅰ)３０単位

ロ　食事提供加算(Ⅱ)４０単位

注　イ又はロについては、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２４条第２号、第３号ロ、第４号ロ、

第５号又は第６号に掲げる通所給付決定保護者（同号に掲げる通所給付決定保護者にあっては、通所給付決定保

護者及び当該通所給付決定保護者と同一の世帯に属する者について指定通所支援のあった月の属する年度（指定

通所支援のあった月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分の所得割の額を合算した額（同条第２

号、第３号ロ、第４号ロ及び第５号に規定する所得割の額を合算した額をいう。）が２８万円未満であるものに

該当する場合における当該通所給付決定保護者、同条第６号に規定する市町村民税世帯非課税者に該当する場合

における当該通所給付決定保護者又は通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保護者と同一の世帯に属する者

が指定通所支援のあった月において被保護者である場合若しくは要保護者である者であって内閣府令で定めるも

のに該当する場合における当該通所給付決定保護者に限る。）の通所給付決定（法第２１条の５の５第１項に規

定する通所給付決定をいう。以下同じ。）に係る障害児に対して、児童発達支援センターの調理室において調理

された食事を提供するものとして都道府県知事に届け出た児童発達支援センターにおいて、別にこども家庭庁長

官が定める基準に適合する食事提供を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、令和９年３月３１日までの

間、１日につき所定単位数を加算する。

４　利用者負担上限額管理加算１５０単位
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注　指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通所基準

第２４条（指定通所基準第５４条の５において準用する場合を含む。）の規定により、通所利用者負担額合計額

（指定通所基準第２４条に規定する通所利用者負担額合計額をいう。以下同じ。）の管理を行った場合に、１月

につき所定単位数を加算する。

５　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定通所基準第５条若しくは第６条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置され

ている従業者又は指定通所基準第５４条の２第１号、第５４条の３第２号若しくは第５４条の４第４号の規定

により置くべき従業者（以下この第１において「共生型児童発達支援事業所従業者」という。）のうち、社会

福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の３５以上であるものとし

て都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所において、指定児童発達支

援又は共生型児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定通所基準第５条若しくは第６条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置され

ている従業者又は共生型児童発達支援事業所従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公

認心理師であるものの割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援

事業所又は共生型児童発達支援事業所において、指定児童発達支援又は共生型児童発達支援を行った場合に、

１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定して

いる場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発

達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所において、指定児童発達支援又は共生型児童発達支援を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又は

ロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　指定通所基準第５条若しくは第６条の規定により置くべき児童指導員若しくは保育士（（２）におい

て「児童指導員等」という。）として配置されている従業者又は共生型児童発達支援事業所従業者のうち、

常勤で配置されているものの割合が１００分の７５以上であること。

（２）　児童指導員等として常勤で配置されている従業者又は共生型児童発達支援事業所従業者のうち、３年

以上従事しているものの割合が１００分の３０以上であること。

６　栄養士配置加算

イ　栄養士配置加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合３７単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３０単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２５単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２１単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１９単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合１６単位

ロ　栄養士配置加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合２０単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１６単位
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（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１３単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１１単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１０単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合９単位

注１　イについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターに限る。）において、利用定員に応じ、１日につき所定単

位数を加算する。

（１）　常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

２　ロについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターに限る。）において、利用定員に応じ、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、イを算定しているときは、算定しない。

（１）　管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

７　欠席時対応加算９４単位

注　指定児童発達支援事業所等において指定児童発達支援等を利用する障害児が、あらかじめ当該指定児童発達支

援事業所等の利用を予定した日に、急病等によりその利用を中止した場合において、児童発達支援事業所等従業

者が、障害児又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該障害児の状況、相談援助の内

容等を記録した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。ただし、１のハを算定している

指定児童発達支援事業所において１月につき当該指定児童発達支援等を利用した障害児の数を利用定員に当該月

の営業日数を乗じた数で除して得た率が１００分の８０に満たない場合は、１月につき８回を限度として、所定

単位数を算定する。

８　専門的支援実施加算１５０単位

注　理学療法士等による支援が必要な障害児に対する専門的な支援の強化を図るために、理学療法士等を１以上配

置するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所において、別

にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定児童発達支援又は共生型児童発達支援を行った場合に、児童発

達支援計画に位置付けられた指定児童発達支援又は共生型児童発達支援の日数に応じ１月につき４回又は６回を

限度として、１回につき所定単位数を加算する。ただし、１の注３の（２）を算定しているとき又は１の注１１

のイ若しくはロを算定していないときは、加算しない。

８の２　強度行動障害児支援加算２００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童に対し、別にこども家庭庁長官が

定める基準に適合する指定児童発達支援又は共生型児童発達支援を行うものとして都道府県知事に届け出た指定

児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所（１の注１１のイ又はロに掲げる共生型サービス体制強化加

算を算定している共生型児童発達支援事業所に限る。）において、当該指定児童発達支援又は当該共生型児童発

達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のハを算定しているときは、加算しな

い。さらに、加算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間については、５００単位を所定単位数に加

算する。

８の３　集中的支援加算１，０００単位
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注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童の状態が悪化した場合において、

当該児童への支援に関し高度な専門性を有すると都道府県知事が認めた者であって、地域において当該児童に係

る支援を行うもの（以下「広域的支援人材」という。）を指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業

所に訪問させ、又はテレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して、広域的支援人材が中心となって当該児童

に対し集中的に支援を行ったときに、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

８の４　人工内耳装用児支援加算

イ　人工内耳装用児支援加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下の場合６０３単位

（２）　利用定員が２１人以上３０人以下の場合５３１単位

（３）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合４８８単位

（４）　利用定員が４１人以上の場合４４５単位

ロ　人工内耳装用児支援加算(Ⅱ)１５０単位

注１　イについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定

児童発達支援事業所（児童発達支援センターに限る。）において、難聴児のうち人工内耳を装用している障害

児に対して、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定児童発達支援を行った場合に、利用定員に応

じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、言語聴覚士を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業

所等において、難聴児のうち人工内耳を装用している障害児に対して、別にこども家庭庁長官が定める基準に

適合する指定児童発達支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

８の５　視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算１００単位

注　視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある障害児（以下この注において「視覚障害児等」という。）

との意思疎通に関し専門性を有する者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支

援事業所等において、視覚障害児等に対して、指定児童発達支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加

算する。

９　個別サポート加算

イ　個別サポート加算(Ⅰ)１２０単位

ロ　個別サポート加算(Ⅱ)１５０単位

注１　イについては、指定児童発達支援事業所等において、重症心身障害児、身体に重度の障害がある児童、重度

の知的障害がある児童又は精神に重度の障害がある児童に対し、指定児童発達支援等を行った場合に、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、１のハを算定しているときは、加算しない。

２　ロについては、要保護児童（法第６条の３第８項に規定する要保護児童をいう。以下同じ。）又は要支援児

童（同条第５項に規定する要支援児童をいう。以下同じ。）であって、その保護者の同意を得て、児童相談

所、こども家庭センターその他の公的機関又は当該児童若しくはその保護者の主治医と連携し、指定児童発達

支援等を行う必要があるものに対し、指定児童発達支援事業所等において、指定児童発達支援等を行った場合

に、１日につき所定単位数を加算する。

９の２　入浴支援加算５５単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業

所又は共生型児童発達支援事業所において、スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を必要とする状

態である障害児（第３を除き、以下「医療的ケア児」という。）又は重症心身障害児に対して、別にこども家庭

第一法規『D1-Law.com 現行法規』



庁長官が定める基準に適合する入浴に係る支援を行った場合に、１月につき８回を限度として、所定単位数を加

算する。

１０　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた障害児が１人８００単位

（２）　看護を受けた障害児が２人５００単位

（３）　看護を受けた障害児が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)

（１）　看護を受けた障害児が１人１，６００単位

（２）　看護を受けた障害児が２人９６０単位

（３）　看護を受けた障害児が３人以上８人以下８００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)５００単位

ト　医療連携体制加算(Ⅶ)２５０単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以下

同じ。）を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が障害児に対して１時間未満の看護を行った

場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１回の訪問につき８人の障害児を限度として、１日につき所定単位

数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは

(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの

（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、

ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ又は１

のハを算定している障害児については、算定しない。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職

員が障害児に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１回の訪

問につき８人の障害児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、

(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、

１のロの（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の

(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しく

はｃ、１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ又は１のハを算定している障害児については、算定しない。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職

員が障害児に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１回の訪問につき８

人の障害児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは

(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの

（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、

ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１の

ロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ又は１のハを算定している障害児については、算定しない。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職

員が医療的ケア児に対して４時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児に対し、１回の
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訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれか又は１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの

（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの（１）の(一)のａ、

ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１の

ロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(二)の

ａ、ｂ若しくはｃ若しくは１のハを算定している医療的ケア児については、算定しない。この場合において、

医療的ケア児が３人以上利用している指定児童発達支援事業所等にあっては、１のイの（１）の(一)、(二)若

しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロ

の（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)の

ａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ又

は１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃを算定することを原則とする。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職

員が医療的ケア児に対して４時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児に対し、１回の

訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれか又は１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの

（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの（１）の(一)のａ、

ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１の

ロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(二)の

ａ、ｂ若しくはｃ若しくは１のハを算定している医療的ケア児については、算定しない。この場合において、

医療的ケア児が３人以上利用している指定児童発達支援事業所等にあっては、１のイの（１）の(一)、(二)若

しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロ

の（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)の

ａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ又

は１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃを算定することを原則とする。

６　ヘについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所等に訪問させ、当該看護職

員が認定特定行為業務従事者（社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）附則第１０条第１項

に規定する認定特定行為業務従事者をいう。以下同じ。）に
かく

喀
たん

痰吸引等（同法第２条第２項に規定する
かく

喀
たん

痰吸

引等をいう。以下同じ。）に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加

算する。ただし、この場合において、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、

(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、

１のロの（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の

(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しく

はｃ又は１のハを算定している場合は、算定しない。

７　トについては、
かく

喀
たん

痰吸引等が必要な障害児に対して、認定特定行為業務従事者が、医療機関等との連携によ

り、
かく

喀
たん

痰吸引等を行った場合に、障害児１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからホま

でのいずれか若しくは１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは

(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)、１のロの（１）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの

（１）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ、１のロの（２）の(二)のａ、

ｂ若しくはｃ、１のロの（３）の(一)のａ、ｂ若しくはｃ若しくは１のロの（３）の(二)のａ、ｂ若しくはｃ

を算定している障害児であるとき又は１の注１０のイ若しくはロを算定しているときは、算定しない。
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１１　送迎加算

イ　障害児（１のイ又はハを算定している障害児を除く。以下注１から注１の３までにおいて同じ。）に対して行

う場合５４単位

ロ　障害児（１のイ又はハを算定している障害児に限る。以下このロ、注２及び注３において同じ。）に対して行

う場合

（１）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合４０単位

（２）　スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を必要とする状態であって、スコア表のそれぞれの

項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、１６点以上である障害児（第３を除き、以下「中重度医療

的ケア児」という。）の場合８０単位

注１　イについては、指定児童発達支援事業所等において、障害児に対して、その居宅等と指定児童発達支援事業

所等との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

１の２　イを算定している指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所が、別にこども家庭庁長官が

定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支

援事業所であり、送迎した障害児が重症心身障害児又は医療的ケア児の場合には、片道につき４０単位を所定

単位数に加算する。ただし、注１の３に規定する単位を所定単位数に加算しているときは、算定しない。

１の３　イを算定している指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所が、別にこども家庭庁長官が

定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支

援事業所であって、送迎した障害児が中重度医療的ケア児の場合には、片道につき８０単位を所定単位数に加

算する。

２　ロの（１）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け

出た指定児童発達支援事業所において、重症心身障害児又は医療的ケア児である障害児に対して、その居宅等

と指定児童発達支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。ただし、ロの

（２）を算定しているときは、算定しない。

３　ロの（２）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け

出た指定児童発達支援事業所において、中重度医療的ケア児である障害児に対して、その居宅等と指定児童発

達支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

４　注１から注３までに規定する送迎加算の算定については、指定児童発達支援事業所等の所在する建物と同一

の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で障害児の送迎を行った場合には、所定単位数の１００分の７０に

相当する単位数を算定する。

１２　延長支援加算

イ　指定児童発達支援事業所において障害児に対し延長支援を行う場合（ロに規定する場合を除く。）

（１）　障害児の場合（（２）に規定する場合を除く。）

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合２５６単位

ロ　法第６条の２の２第２項に規定する内閣府令で定める施設（指定通所基準第５条第４項の基準を満たしている

ものに限り、児童発達支援センターを除く。）において障害児に対し延長支援を行う場合

（１）　障害児の場合（（２）及び（３）に規定する場合を除く。）
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(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　医療的ケア児の場合（（３）に規定する場合を除く。）

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合２５６単位

（３）　重症心身障害児の場合

(一)　延長時間１時間未満の場合１２８単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合２５６単位

ハ　共生型児童発達支援事業所又は基準該当児童発達支援事業所において障害児に対し延長支援を行う場合

（１）　障害児の場合（（２）に規定する場合を除く。）

(一)　延長時間１時間未満の場合６１単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

(一)　延長時間１時間未満の場合１２８単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合２５６単位

注１　イ並びにロの（１）及び（２）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして

都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所において、障害児に対して、児童発達支援計画に位置付けら

れた内容の指定児童発達支援（当該指定児童発達支援を行うのに要する標準的な時間が５時間のものに限

る。）の提供前又は提供後に別に児童発達支援計画に位置付けられた支援（当該支援を行うのに要する標準的

な時間が１時間以上のものに限る。以下この１２において「延長支援」という。）を行う場合に、障害児の障

害種別及び延長支援時間（当該延長支援を行うのに要した時間（当該時間が当該延長支援を行うのに要する標

準的な時間を超える場合にあっては、当該延長支援を行うのに要する標準的な時間）をいう。以下この１２に

おいて同じ。）に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　イ又はロの（１）若しくは（２）を算定する指定児童発達支援事業所において、延長支援について、障害児

又は保護者の都合により延長支援時間が３０分以上１時間未満となった場合には、イの（１）又はロの（１）

を算定している指定児童発達支援事業所については６１単位を、イの（２）又はロの（２）を算定している指

定児童発達支援事業所については１２８単位を、１日につきそれぞれの所定単位数に加算する。

３　ロの（３）及びハについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事

に届け出た指定児童発達支援事業所等において、障害児に対して、児童発達支援計画に基づき指定児童発達支

援等を行った場合に、当該指定児童発達支援等を受けた障害児に対し、障害児の障害種別に応じ、当該指定児

童発達支援等を行うのに要する標準的な延長時間で所定単位数を加算する。

１２の２　関係機関連携加算

イ　関係機関連携加算(Ⅰ)２５０単位

ロ　関係機関連携加算(Ⅱ)２００単位

ハ　関係機関連携加算(Ⅲ)１５０単位

ニ　関係機関連携加算(Ⅳ)２００単位
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注１　イについては、指定児童発達支援事業所等において、保育所その他の障害児が日常的に通う施設（以下この

注において「保育所等施設」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、

保育所等施設との間で当該障害児に係る児童発達支援計画の作成又は見直しに関する会議を開催した場合に、

１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。ただし、共生型児童発達支援事業所については、１の注１

１のイ又はロを算定していないときは、算定しない。

２　ロについては、指定児童発達支援事業所等において、保育所等施設との連携を図るため、あらかじめ通所給

付決定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児の心身の状況及び生活環境の情報その他の当該

障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の保育所等施設との連絡調整及び必要な情報

の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

３　ハについては、指定児童発達支援事業所等において、児童相談所、こども家庭センター、医療機関その他の

関係機関（以下この注３において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所

給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で当該障害児の心身の状況及び生活環境の情報そ

の他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の児童相談所等関係機関との連絡

調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

４　ハについては、指定児童発達支援事業所等が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所に該当

する場合において、障害児及びその家族等について、同一の月に第５の１の８に規定する関係機関連携加算を

算定しているときは、算定しない。

５　ニについては、障害児が就学予定の小学校、義務教育学校の前期課程若しくは特別支援学校の小学部又は就

職予定の企業若しくは官公庁等（以下「小学校等」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定

保護者の同意を得て、小学校等との連絡調整及び相談援助を行った場合に、１回を限度として、所定単位数を

加算する。

１２の３　事業所間連携加算

イ　事業所間連携加算(Ⅰ)５００単位

ロ　事業所間連携加算(Ⅱ)１５０単位

注　指定児童発達支援事業所等において、法第２１条の５の７第５項に規定する内閣府令で定める障害児支援利用

計画案を市町村に提出した通所給付決定保護者に係る障害児が、複数の指定児童発達支援事業所等において指定

児童発達支援等を受けている場合であって、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する事業所間の連携を行

った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき１回を限度として所定単位数を加算する。

１２の４　保育・教育等移行支援加算５００単位

注１　指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所の従業者が、障害児が当該指定児童発達支援事業所

又は共生型児童発達支援事業所の退所後に通うこととなる保育所その他の施設（他の社会福祉施設等を除く。

以下この注において「移行先施設」という。）との間で、退所に先立って、退所後の生活に向けた会議を開催

し、又は移行先施設に訪問して退所後の生活に関して助言（以下この注において「保育・教育等移行支援」と

いう。）を行った場合に、当該退所した障害児に対して退所した日の属する月から起算して６月以内に行われ

た当該保育・教育等移行支援につき、２回を限度として所定単位数を加算する。

２　移行先施設に通うことになった障害児に対して、退所後３０日以内に居宅等を訪問して相談援助を行った場

合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

３　移行先施設との連絡調整を行った上で当該施設に通うことになった障害児について、退所後３０日以内に当

該施設を訪問して助言援助を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

１２の５　共生型サービス医療的ケア児支援加算４００単位
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注　看護職員又は認定特定行為業務従事者を１以上配置し、地域に貢献する活動を行っているものとして都道府県

知事に届け出た共生型児童発達支援事業所において、医療的ケア児に対して、共生型児童発達支援を行った場合

に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１０の医療連携体制加算を算定しているときは、算定しない。

１３　福祉・介護職員等処遇改善加算

注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所若しくは共生型児童発達支援事業所又は市町村長に届け出た

基準該当児童発達支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立研究開発法人国立精神・神経医療研究

センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児に対し、指定児童発達支援等を行った場合に

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１３１に

相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１２８に

相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１１８に

相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の９６に相

当する単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援事業所若しくは共生型児童発達

支援事業所又は市町村長に届け出た基準該当児童発達支援事業所（注１の加算を算定しているものを除く。）

が、障害児に対し、指定児童発達支援等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の１１１に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の１０９に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の１０８に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の１０６に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の８９に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の８６に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の８３に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の９８に相当する単位数
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（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９）　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分

の８０に相当する単位数

（１０）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から１２の５までにより算定した単位数の１００

０分の６３に相当する単位数

（１１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から１２の５までにより算定した単位数の１００

０分の７６に相当する単位数

（１２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２）　１から１２の５までにより算定した単位数の１００

０分の６０に相当する単位数

（１３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から１２の５までにより算定した単位数の１００

０分の７０に相当する単位数

（１４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から１２の５までにより算定した単位数の１００

０分の５０に相当する単位数

第２　削除

第３　放課後等デイサービス

１　放課後等デイサービス給付費（１日につき）

イ　障害児に対し指定放課後等デイサービスを行う場合（ロからニまでのいずれかに該当する場合を除く。）

（１）　時間区分１（指定放課後等デイサービスの提供時間が３０分以上１時間３０分以下）

(一)　医療的ケア区分３

ａ　利用定員が１０人以下の場合２，５９１単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，３９９単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合２，３０４単位

(二)　医療的ケア区分２

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，５８３単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，３９１単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合１，２９６単位

(三)　医療的ケア区分１

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，２４７単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，０５５単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合９６０単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が１０人以下の場合５７４単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合３８２単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合２８７単位

（２）　時間区分２（指定放課後等デイサービスの提供時間が１時間３０分超３時間以下）

(一)　医療的ケア区分３

ａ　利用定員が１０人以下の場合２，６２７単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，４２３単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合２，３２２単位

(二)　医療的ケア区分２

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，６１８単位
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ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，４１４単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合１，３１３単位

(三)　医療的ケア区分１

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，２８２単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，０７８単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合９７７単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が１０人以下の場合６０９単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合４０６単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合３０５単位

（３）　時間区分３（指定放課後等デイサービスの提供時間が３時間超５時間以下）

(一)　医療的ケア区分３

ａ　利用定員が１０人以下の場合２，６８３単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合２，４６１単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合２，３６１単位

(二)　医療的ケア区分２

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，６７４単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，４５２単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合１，３５２単位

(三)　医療的ケア区分１

ａ　利用定員が１０人以下の場合１，３３９単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１，１１６単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合１，０１６単位

(四)　(一)から(三)までに該当しない障害児について算定する場合

ａ　利用定員が１０人以下の場合６６６単位

ｂ　利用定員が１１人以上２０人以下の場合４４３単位

ｃ　利用定員が２１人以上の場合３４３単位

ロ　主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所において重症心身障害児に対し指定放課

後等デイサービスを行う場合

（１）　授業の終了後に行う場合

(一)　利用定員が５人以上７人以下の場合１，７７１単位

(二)　利用定員が８人以上１０人以下の場合１，１１８単位

(三)　利用定員が１１人以上の場合６９２単位

（２）　休業日に行う場合

(一)　利用定員が５人以上７人以下の場合２，０５６単位

(二)　利用定員が８人以上１０人以下の場合１，２９９単位

(三)　利用定員が１１人以上の場合８１７単位

ハ　共生型放課後等デイサービス給付費

（１）　授業の終了後に行う場合４３０単位

（２）　休業日に行う場合５０７単位
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ニ　基準該当放課後等デイサービス給付費

（１）　基準該当放課後等デイサービス給付費(Ⅰ)

(一)　授業の終了後に行う場合５３４単位

(二)　休業日に行う場合６０２単位

（２）　基準該当放課後等デイサービス給付費(Ⅱ)

(一)　授業の終了後に行う場合４３０単位

(二)　休業日に行う場合５０７単位

注１　イの（１）及び（２）については、法第６条の２の２第３項に規定する障害児（以下「就学児」という。）

に対し、授業終了後又は休業日に、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定放課後等デイサービスの単位（指定通所基準第６６条第５項に規定する指定放課後等デイサ

ービスの単位をいう。以下同じ。）において、指定放課後等デイサービス（指定通所基準第６５条に規定する

指定放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）を行った場合に、時間区分、就学児の医療的ケア区分及び利

用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

１の２　イの（３）については、就学児に対し、休業日に、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合する

ものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービスの単位において、指定放課後等デイサービスを

行った場合に限り、就学児の医療的ケア区分及び利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

１の３　ロの（１）については、就学児（重症心身障害児に限る。）に対し、授業終了後に、別にこども家庭庁

長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービスの単位におい

て、指定放課後等デイサービスを行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

１の４　ハの（１）については、就学児に対し、授業終了後に、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合

するものとして都道府県知事に届け出た共生型放課後等デイサービス（指定通所基準第７１条の２に規定する

共生型放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）を行う事業所（以下「共生型放課後等デイサービス事業

所」という。）において、共生型放課後等デイサービスを行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１の５　ニの（１）の(一)及び（２）の(一)については、就学児に対し、授業終了後に、別にこども家庭庁長官

が定める施設基準に適合するものとして市町村長に届け出た基準該当放課後等デイサービス事業所（指定通所

基準第７１条の３に規定する基準該当放課後等デイサービス事業所をいう。以下同じ。）において、基準該当

放課後等デイサービス（同条に規定する基準該当放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）を行った場合

に、１日につき所定単位数を算定する。

２　ロの（２）については、就学児（重症心身障害児に限る。）に対し、休業日に、別にこども家庭庁長官が定

める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービスの単位において、指定

放課後等デイサービスを行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２の２　ハの（２）については、就学児に対し、休業日に、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合する

ものとして都道府県知事に届け出た共生型放課後等デイサービス事業所において、共生型放課後等デイサービ

スを行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２の３　ニの（１）の(二)及び（２）の(二)については、就学児に対し、休業日に、別にこども家庭庁長官が定

める施設基準に適合するものとして市町村長に届け出た基準該当放課後等デイサービス事業所において、基準

該当放課後等デイサービスを行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２の４　イの算定に当たっては、指定放課後等デイサービス事業所（指定通所基準第６６条第１項に規定する指

定放課後等デイサービス事業所をいう。以下同じ。）の従業者が、指定放課後等デイサービスを行った場合

に、現に要した時間ではなく、放課後等デイサービス計画（指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１
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条の６において準用する指定通所基準第２７条に規定する放課後等デイサービス計画をいう。以下同じ。）に

位置付けられた内容の指定放課後等デイサービスを行うのに要する標準的な時間に対応する時間区分で所定単

位数を算定する。

３　指定放課後等デイサービス、共生型放課後等デイサービス又は基準該当放課後等デイサービス（以下「指定

放課後等デイサービス等」という。）の提供時間が３０分未満のものについては、放課後等デイサービス計画

に基づき、周囲の環境に慣れるために指定放課後等デイサービス等の提供時間を短時間にする必要がある等の

理由で提供時間が３０分未満の指定放課後等デイサービス等の提供が必要であると市町村が認めた場合に限

り、所定単位数を算定する。

４　放課後等デイサービス給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を

所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　障害児の数又は従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭

庁長官が定める割合

（２）　指定放課後等デイサービスの提供に当たって、指定通所基準第７１条又は第７１条の６において準用

する指定通所基準第２７条の規定に従い、放課後等デイサービス計画が作成されていない場合　次に掲げる

場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　放課後等デイサービス計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　放課後等デイサービス計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定放課後等デイサービス等の提供に当たって、指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１条

の６において準用する指定通所基準第２６条第７項に規定する基準に適合しているものとして都道府県知事

又は市町村長に届け出ていない場合　１００分の８５

５　イ（休業日に指定放課後等デイサービスを行う場合に限る。）、ロの（２）、ハの（２）又はニの（１）の

(二)若しくは（２）の(二)に係る放課後等デイサービス給付費の算定に当たって、営業時間（指定放課後等デ

イサービス事業所、共生型放課後等デイサービス事業所又は基準該当放課後等デイサービス事業所（指定通所

基準第７１条の６において準用する指定通所基準第５４条の１０から第５４条の１２までの規定による基準該

当放課後等デイサービス事業所（以下「みなし基準該当放課後等デイサービス事業所」という。）を除く。以

下「指定放課後等デイサービス事業所等」という。）の場合には指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第

７１条の６において準用する指定通所基準第３７条に規定する運営規程に定める営業時間を、みなし基準該当

放課後等デイサービス事業所の場合にはこれに準ずるものをいう。）が、別にこども家庭庁長官が定める基準

に該当する場合には、所定単位数に別にこども家庭庁長官が定める割合を乗じて得た数を算定する。

６　指定放課後等デイサービス等の提供に当たって、指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１条の６に

おいて準用する指定通所基準第４４条第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数

の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６の２　指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１条の６において準用する指定通所基準第４５条第２項

に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算

する。

６の３　指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１条の６において準用する指定通所基準第３８条の２第

１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から

減算する。

６の４　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定

単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。
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６の５　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デ

イサービス事業所が、指定放課後等デイサービスを行った場合にあっては、中核機能強化事業所加算として、

利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　障害児に対し指定放課後等デイサービスを行った場合（ロに該当する場合を除く。）

（１）　利用定員が１０人以下の場合１８７単位

（２）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１２５単位

（３）　利用定員が２１人以上の場合７５単位

ロ　主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所（指定通所基準第６６条第４項の基

準を満たしているものに限る。以下同じ。）において重症心身障害児に対し指定放課後等デイサービスを行

う場合

（１）　利用定員が５人の場合３７４単位

（２）　利用定員が６人の場合３１２単位

（３）　利用定員が７人の場合２６７単位

（４）　利用定員が８人の場合２３４単位

（５）　利用定員が９人の場合２０８単位

（６）　利用定員が１０人の場合１８７単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合１２５単位

７　常時見守りが必要な就学児に対する支援及びその就学児の家族等に対して就学児への関わり方に関する助言

を行う等の支援の強化を図るために、放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数（注８の

加算を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、児童指導員、保育

士（特区法第１２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある指定放課後等デイサービス事業所にあって

は、保育士又は当該事業実施区域に係る同条第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士。以下この第３に

おいて同じ。）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、手話通訳士、手話通訳者、特別支援学校免許取得者

若しくは別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者（以下この注７において「児童指導員等」とい

う。）又はその他の従業者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービ

ス事業所において、指定放課後等デイサービスを行った場合に、児童指導員等加配加算として、利用定員に応

じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　障害児に対し指定放課後等デイサービスを行う場合（ロに該当する場合を除く。）

（１）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定放課後等デイサービ

スに従事するものを常勤で配置する場合

(一)　利用定員が１０人以下の場合１８７単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１２５単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合７５単位

（２）　専ら指定放課後等デイサービスに従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（（１）に掲げる場

合を除く。）

(一)　利用定員が１０人以下の場合１５２単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合１０１単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合５９単位

（３）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（（１）及び（２）に

掲げる場合を除く。）
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(一)　利用定員が１０人以下の場合１２３単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合８２単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合４９単位

（４）　児童指導員等を配置する場合（（１）から（３）までに掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が１０人以下の場合１０７単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合７１単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合４３単位

（５）　その他の従業者を配置する場合

(一)　利用定員が１０人以下の場合９０単位

(二)　利用定員が１１人以上２０人以下の場合６０単位

(三)　利用定員が２１人以上の場合３６単位

ロ　主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所において重症心身障害児に対し指定

放課後等デイサービスを行う場合

（１）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定放課後等デイサービ

スに従事するものを常勤で配置する場合

(一)　利用定員が５人の場合３７４単位

(二)　利用定員が６人の場合３１２単位

(三)　利用定員が７人の場合２６７単位

(四)　利用定員が８人の場合２３４単位

(五)　利用定員が９人の場合２０８単位

(六)　利用定員が１０人の場合１８７単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合１２５単位

（２）　専ら指定放課後等デイサービスに従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（（１）に掲げる場

合を除く。）

(一)　利用定員が５人の場合３０５単位

(二)　利用定員が６人の場合２５３単位

(三)　利用定員が７人の場合２１６単位

(四)　利用定員が８人の場合１８８単位

(五)　利用定員が９人の場合１６７単位

(六)　利用定員が１０人の場合１４９単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合９８単位

（３）　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（（１）及び（２）に

掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が５人の場合２４７単位

(二)　利用定員が６人の場合２０６単位

(三)　利用定員が７人の場合１７６単位

(四)　利用定員が８人の場合１５４単位

(五)　利用定員が９人の場合１３７単位

(六)　利用定員が１０人の場合１２３単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合８２単位
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（４）　児童指導員等を配置する場合（（１）から（３）までに掲げる場合を除く。）

(一)　利用定員が５人の場合２１４単位

(二)　利用定員が６人の場合１７８単位

(三)　利用定員が７人の場合１５３単位

(四)　利用定員が８人の場合１３４単位

(五)　利用定員が９人の場合１１９単位

(六)　利用定員が１０人の場合１０７単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合７１単位

（５）　その他の従業者を配置する場合

(一)　利用定員が５人の場合１８０単位

(二)　利用定員が６人の場合１５０単位

(三)　利用定員が７人の場合１２９単位

(四)　利用定員が８人の場合１１３単位

(五)　利用定員が９人の場合１００単位

(六)　利用定員が１０人の場合９０単位

(七)　利用定員が１１人以上の場合６０単位

８　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限

る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）又は別にこども家庭

庁長官が定める基準に適合する専門職員（以下この注８及び６において「理学療法士等」という。）による支

援が必要な就学児に対する支援及びその就学児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言を行う等の

専門的な支援の強化を図るために、放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数（注７の加

算を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、理学療法士等を１以

上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等

デイサービスを行った場合に、専門的支援体制加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、注４の（２）を算定しているときは、加算しない。

イ　障害児に対し指定放課後等デイサービスを行った場合（ロに該当する場合を除く。）

（１）　利用定員が１０人以下の場合１２３単位

（２）　利用定員が１１人以上２０人以下の場合８２単位

（３）　利用定員が２１人以上の場合４９単位

ロ　主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所において重症心身障害児に対し指定

放課後等デイサービスを行った場合

（１）　利用定員が５人の場合２４７単位

（２）　利用定員が６人の場合２０６単位

（３）　利用定員が７人の場合１７６単位

（４）　利用定員が８人の場合１５４単位

（５）　利用定員が９人の場合１３７単位

（６）　利用定員が１０人の場合１２３単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合８２単位

９　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た主として重症心身障

害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイサービスを行った場合に、看護
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職員加配加算として、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　看護職員加配加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が５人の場合４００単位

（２）　利用定員が６人の場合３３３単位

（３）　利用定員が７人の場合２８６単位

（４）　利用定員が８人の場合２５０単位

（５）　利用定員が９人の場合２２２単位

（６）　利用定員が１０人の場合２００単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合１３３単位

ロ　看護職員加配加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が５人の場合８００単位

（２）　利用定員が６人の場合６６６単位

（３）　利用定員が７人の場合５７２単位

（４）　利用定員が８人の場合５００単位

（５）　利用定員が９人の場合４４４単位

（６）　利用定員が１０人の場合４００単位

（７）　利用定員が１１人以上の場合２６６単位

１０　ハの共生型放課後等デイサービス給付費については、児童発達支援管理責任者、保育士又は児童指導員を

１以上配置し、地域に貢献する活動を行っているものとして都道府県知事に届け出た共生型放課後等デイサー

ビス事業所において、共生型放課後等デイサービスを行った場合に、共生型サービス体制強化加算として、１

日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定しているとき

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　児童発達支援管理責任者及び保育士又は児童指導員をそれぞれ１以上配置した場合１８１単位

ロ　児童発達支援管理責任者を配置した場合１０３単位

ハ　保育士又は児童指導員を配置した場合７８単位

２　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　就学児の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　指定放課後等デイサービス事業所等において対面により相談援助を行った場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の就学児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の就学児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　指定放課後等デイサービス事業所等において、指定通所基準第６６条、第７１条の２において準用する指定

通所基準第５４条の２第１号、第５４条の３第２号若しくは第５４条の４第４号又は第７１条の３の規定によ

り指定放課後等デイサービス事業所等に置くべき従業者（以下この第３において「放課後等デイサービス事業
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所等従業者」という。）が、放課後等デイサービス計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得

て、就学児及びその家族（就学児のきょうだいを含む。以下この注において同じ。）等に対する相談援助を行

った場合に、イ又はロそれぞれについて、１日につき１回及び１月につき４回を限度として、イ又はロに掲げ

る場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　指定放課後等デイサービス事業所等が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所（指定通所基

準第４条に規定する指定児童発達支援の事業、指定通所基準第７１条の７に規定する指定居宅訪問型児童発達

支援の事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち１以上の事業と指定通所

基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業を一体的に行う事業所に限る。この第３において同

じ。）に該当する場合には、就学児及びその家族等について、第１の２に規定する家族支援加算のイ、別表２

経過的通所給付費単位数表第１の２に規定する家族支援加算のイ、同表第２の２に規定する家族支援加算のイ

又は同表第３の２に規定する家族支援加算のイ、第４の１の３に規定する家族支援加算のイ及び第５の１の４

に規定する家族支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月に

つき４回を超えているときはイを、第１の２に規定する家族支援加算のロ、同表第１の２に規定する家族支援

加算のロ、同表第２の２に規定する家族支援加算のロ又は同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第４の

１の３に規定する家族支援加算のロ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定

した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

２の２　子育てサポート加算８０単位

注　指定放課後等デイサービス事業所等において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、指定放課後等デ

イサービス等とあわせて、就学児の家族等に対して、放課後等デイサービス事業所等従業者が指定放課後等デイ

サービス等を行う場面を観察する機会、当該場面に参加する機会その他の就学児の特性やその特性を踏まえたこ

どもへの関わり方に関する理解を促進する機会を提供し、就学児の特性やその特性を踏まえたこどもへの関わり

方等に関する相談援助その他の支援を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を加算する。

３　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所が通所給付決定保護者から依頼を受

け、指定通所基準第７１条又は第７１条の２において準用する指定通所基準第２４条の規定により、通所利用者

負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

４　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定通所基準第６６条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業者

又は指定通所基準第７１条の２において準用する指定通所基準第５４条の２第１号、第５４条の３第２号若し

くは第５４条の４第４号の規定により置くべき従業者（以下この第３において「共生型放課後等デイサービス

事業所従業者」という。）のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割

合が１００分の３５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所又は共生

型放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等デイサービスを行っ

た場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定通所基準第６６条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業者

又は共生型放課後等デイサービス事業所従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心

理師であるものの割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサー
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ビス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等

デイサービスを行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門

職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後

等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイサービス又は共生

型放課後等デイサービスを行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イ

の福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　指定通所基準第６６条の規定により置くべき児童指導員若しくは保育士（（２）において「児童指導

員等」という。）として配置されている従業者又は共生型放課後等デイサービス事業所従業者のうち、常勤

で配置されているものの割合が１００分の７５以上であること。

（２）　児童指導員等として常勤で配置されている従業者又は共生型放課後等デイサービス事業所従業者のう

ち、３年以上従事しているものの割合が１００分の３０以上であること。

５　欠席時対応加算９４単位

注　指定放課後等デイサービス事業所等において指定放課後等デイサービス等を利用する就学児が、あらかじめ当

該指定放課後等デイサービス事業所等の利用を予定した日に、急病等によりその利用を中止した場合において、

放課後等デイサービス事業所等従業者が、就学児又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うととも

に、当該就学児の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定

する。ただし、１のロを算定している指定放課後等デイサービス事業所等において１月につき当該指定放課後等

デイサービス等を利用した就学児の数を利用定員に当該月の営業日数を乗じた数で除して得た率が１００分の８

０に満たない場合は、１月につき８回を限度として、所定単位数を算定する。

６　専門的支援実施加算１５０単位

注　理学療法士等による支援が必要な就学児に対する専門的な支援の強化を図るために、理学療法士等を１以上配

置するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事

業所において、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等デ

イサービスを行った場合に、放課後等デイサービス計画に位置付けられた指定放課後等デイサービス又は共生型

放課後等デイサービスの日数に応じ１月に２回、４回又は６回を限度として、１回につき所定単位数を加算す

る。ただし、１の注４の（２）を算定しているとき又は１の注１０のイ若しくはロを算定していないときは、加

算しない。

６の２　強度行動障害児支援加算

イ　強度行動障害児支援加算(Ⅰ)２００単位

ロ　強度行動障害児支援加算(Ⅱ)２５０単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する就学児に対し、別にこども家庭庁長官

が定める基準に適合する指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等デイサービスを行うものとして都道府県

知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所（１の注１０のイ又は

ロに掲げる共生型サービス体制強化加算を算定している共生型放課後等デイサービス事業所に限る。）におい

て、当該指定放課後等デイサービス又は当該共生型放課後等デイサービスを行った場合に、当該基準に定める区

分に従い、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のロを算定しているときは、加算しない。さらに、加

算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間については、５００単位を所定単位数に加算する。

６の３　集中的支援加算１，０００単位
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注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童の状態が悪化した場合において、

広域的支援人材を指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所に訪問させ、又はテ

レビ電話装置その他の情報通信機器を活用して、広域的支援人材が中心となって当該児童に対し集中的に支援を

行ったときに、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

６の４　人工内耳装用児支援加算１５０単位

注　言語聴覚士を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所等にお

いて、難聴児のうち人工内耳を装用している就学児に対して、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指

定放課後等デイサービス等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

６の５　視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算１００単位

注　視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある就学児（以下この注において「視覚障害児等」という。）

との意思疎通に関し専門性を有する者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デ

イサービス事業所等において、視覚障害児等に対して、指定放課後等デイサービス等を行った場合に、１日につ

き所定単位数を加算する。

７　個別サポート加算

イ　個別サポート加算(Ⅰ)

（１）　行動上の課題を有する就学児の場合９０単位

（２）　著しく重度の障害を有する就学児の場合１２０単位

ロ　個別サポート加算(Ⅱ)１５０単位

ハ　個別サポート加算(Ⅲ)７０単位

注１　イの（１）については、指定放課後等デイサービス事業所等において、行動上の課題を有する就学児として

別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する心身の状態にある就学児に対し、指定放課後等デイサービス等

を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの（２）又は１のロを算定しているときは、

加算しない。

１の２　イの（１）を算定している指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所で

あって、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等

デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、行動上の課題を有する就学児に対し

て、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等デイサービ

スを行った場合に、１日につき３０単位を所定単位数に加算する。

１の３　イの（２）については、著しく重度の障害を有する就学児として別にこども家庭庁長官が定める基準に

適合する心身の状態にある就学児に対し、指定放課後等デイサービス事業所等において、指定放課後等デイサ

ービス等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの（１）又は１のロを算定している

ときは、加算しない。

２　ロについては、要保護児童又は要支援児童であって、その保護者の同意を得て、児童相談所、こども家庭セ

ンターその他の公的機関又は当該児童若しくはその保護者の主治医と連携し、指定放課後等デイサービス等を

行う必要があるものに対し、指定放課後等デイサービス等事業所等において、指定放課後等デイサービス等を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、指定放課後等デイサービス事業所において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、

不登校の就学児に対して、学校及び家族等と連携して指定放課後等デイサービスを行った場合に、１日につき

所定単位数を加算する。

７の２　入浴支援加算７０単位
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注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサー

ビス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行

為を必要とする状態である就学児（以下この第３において「医療的ケア児」という。）又は重症心身障害児に対

して、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する入浴に係る支援を行った場合に、１月につき８回を限度と

して、所定単位数を加算する。

７の３　自立サポート加算１００単位

注　指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、進路を選択する時期にあ

る就学児に対して、高等学校等の卒業後に自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう別にこども家

庭庁長官が定める基準に適合する指定放課後等デイサービス又は共生型放課後等デイサービスを行った場合にお

いて、１月につき２回を限度として、所定単位数を加算する。

７の４　通所自立支援加算６０単位

注　指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイサービ

ス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所の従業者が、就学児に対して、自立して指定放課後等デイサー

ビス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所に通うことができるよう、別にこども家庭庁長官が定める基

準に適合する通所に係る支援を行った場合、当該加算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間につい

て、片道につき所定単位数を加算する。ただし、１のロを算定している就学児については、算定しない。

８　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた就学児が１人８００単位

（２）　看護を受けた就学児が２人５００単位

（３）　看護を受けた就学児が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)

（１）　看護を受けた就学児が１人１，６００単位

（２）　看護を受けた就学児が２人９６０単位

（３）　看護を受けた就学児が３人以上８人以下８００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)５００単位

ト　医療連携体制加算(Ⅶ)２５０単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が就学児に対して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた就学児に対し、１回の訪問

につき８人の就学児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、(二)

若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)又は１

のロを算定している就学児については、算定しない。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が就学児に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた就学児に対し、

１回の訪問につき８人の就学児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の

(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは

(三)又は１のロを算定している就学児については、算定しない。
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３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が就学児に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた就学児に対し、１回の訪問

につき８人の就学児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、(二)

若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)又は１

のロを算定している就学児については、算定しない。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が医療的ケア児に対して４時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児に対

し、１回の訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれか又は１のイの（１）の(一)、(二)若しくは

(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)若しくは１のロ

を算定している医療的ケア児については、算定しない。この場合において、医療的ケア児が３人以上利用して

いる指定放課後等デイサービス事業所等にあっては、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの

（２）の(一)、(二)若しくは(三)又は１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)を算定することを原則とす

る。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が医療的ケア児に対して４時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児に対

し、１回の訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、ハ又は１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の

(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)若しくは１のロを算定している医療的ケ

ア児については、算定しない。この場合において、医療的ケア児が３人以上利用している指定放課後等デイサ

ービス事業所等にあっては、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しく

は(三)又は１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)を算定することを原則とする。

６　ヘについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所等に訪問させ、当

該看護職員が認定特定行為業務従事者に
かく

喀
たん

痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１

日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の

(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)又は１のロを算定している場合は、算定

しない。

７　トについては、
かく

喀
たん

痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、医療機関等との連携により、
かく

喀
たん

痰吸引等を行った場合に、就学児１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからホまでの

いずれか若しくは１のイの（１）の(一)、(二)若しくは(三)、１のイの（２）の(一)、(二)若しくは(三)若し

くは１のイの（３）の(一)、(二)若しくは(三)を算定している就学児であるとき又は１の注９のイ若しくはロ

を算定しているときは、算定しない。

９　送迎加算

イ　就学児（１のロを算定している就学児を除く。注１から注１の３までにおいて同じ。）に対して行う場合５４

単位

ロ　就学児（１のロを算定している就学児に限る。以下このロ、注２及び注３において同じ。）に対して行う場合

（１）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合４０単位

（２）　スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を必要とする状態であって、スコア表のそれぞれの

項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、１６点以上である就学児（以下この第３において「中重度

医療的ケア児」という。）の場合８０単位
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注１　イについては、指定放課後等デイサービス事業所等において、就学児に対して、その居宅等又は当該就学児

が通学している学校等（学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）、同法第１２４条に規

定する専修学校及び同法第１３４条第１項に規定する各種学校をいう。以下同じ。）と指定放課後等デイサー

ビス事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

１の２　イを算定している指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所が、別にこ

ども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事

業所又は共生型放課後等デイサービス事業所であって、送迎した就学児が重症心身障害児又は医療的ケア児の

場合には、片道につき４０単位を所定単位数に加算する。ただし、注１の３に規定する単位を所定単位数に加

算しているときは、算定しない。

１の３　イを算定している指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所が、別にこ

ども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事

業所又は共生型放課後等デイサービス事業所であって、送迎した就学児が中重度医療的ケア児の場合には、片

道につき８０単位を所定単位数に加算する。

２　ロの（１）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け

出た指定放課後等デイサービス事業所において、重症心身障害児又は医療的ケア児である就学児に対して、そ

の居宅等又は当該就学児が通学している学校等と指定放課後等デイサービス事業所との間の送迎を行った場合

に、片道につき所定単位数を加算する。ただし、ロの（２）を算定しているときは、算定しない。

３　ロの（２）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け

出た指定放課後等デイサービス事業所において、中重度医療的ケア児である就学児に対して、その居宅等又は

当該就学児が通学している学校等と指定放課後等デイサービス事業所との間の送迎を行った場合に、片道につ

き所定単位数を加算する。

４　注１から注３までに規定する送迎加算の算定については、指定放課後等デイサービス事業所等の所在する建

物と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で就学児の送迎を行った場合に、所定単位数の１００分の

７０に相当する単位数を算定する。

１０　延長支援加算

イ　指定放課後等デイサービス事業所において就学児に対し延長支援を行う場合（ロに規定する場合を除く。）

（１）　就学児の場合（（２）に規定する場合を除く。）

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合２５６単位

ロ　法第６条の２の２第３項に規定する内閣府令で定める施設（指定通所基準第６６条第４項の基準を満たしてい

るものに限る。）において就学児に対し延長支援を行う場合

（１）　就学児の場合（（２）及び（３）に規定する場合を除く。）

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　医療的ケア児の場合（（３）に規定する場合を除く。）

(一)　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(二)　延長支援時間２時間以上の場合２５６単位
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（３）　重症心身障害児の場合

(一)　延長時間１時間未満の場合１２８単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合２５６単位

ハ　共生型放課後等デイサービス事業所又は基準該当放課後等デイサービス事業所において就学児に対し延長支援

を行う場合

（１）　就学児の場合（（２）に規定する場合を除く。）

(一)　延長時間１時間未満の場合６１単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合１２３単位

（２）　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

(一)　延長時間１時間未満の場合１２８単位

(二)　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

(三)　延長時間２時間以上の場合２５６単位

注１　イ並びにロの（１）及び（２）については、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして

都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所において、就学児に対して、放課後等デイサービス

計画に位置付けられた内容の指定放課後等デイサービス（当該指定放課後等デイサービスを行うのに要する標

準的な時間が、授業の終了後に指定放課後等デイサービスを行う場合は３時間、休業日に指定放課後等デイサ

ービスを行う場合は５時間のものに限る。）の提供前又は提供後に別に放課後等デイサービス計画に位置付け

られた支援（当該支援を行うのに要する標準的な時間が１時間以上のものに限る。以下この１０において「延

長支援」という。）を行う場合に、就学児の障害種別及び延長支援時間（当該延長支援を行うのに要した時間

（当該時間が当該延長支援を行うのに要する標準的な時間を超える場合にあっては、当該延長支援を行うのに

要する標準的な時間）をいう。この１０において同じ。）に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　イ又はロの（１）若しくは（２）を算定する指定放課後等デイサービス事業所において、延長支援について、

就学児又は保護者の都合により延長支援時間が３０分以上１時間未満となった場合には、イの（１）又はロの

（１）を算定している指定放課後等デイサービス事業所については６１単位を、イの（２）又はロの（２）を算

定している指定放課後等デイサービス事業所については１２８単位を、１日につきそれぞれの所定単位数に加算

する。

３　ロの（３）及びハについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に

届け出た指定放課後等デイサービス事業所等において、就学児に対して、放課後等デイサービス計画に基づき指

定放課後等デイサービス等を行った場合に、当該指定放課後等デイサービス等を受けた就学児に対し、就学児の

障害種別に応じ、当該指定放課後等デイサービス等を行うのに要する標準的な延長時間で所定単位数を加算す

る。

１０の２　関係機関連携加算

イ　関係機関連携加算(Ⅰ)２５０単位

ロ　関係機関連携加算(Ⅱ)２００単位

ハ　関係機関連携加算(Ⅲ)１５０単位

ニ　関係機関連携加算(Ⅳ)２００単位

注１　イについては、指定放課後等デイサービス事業所等において、学校（学校教育法第１条に規定する学校（大

学を除く。）をいう。）、専修学校（同法第１２４条に規定する専修学校（同法第１２５条第１項に規定する
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専門課程及び一般課程を除く。）をいう。）その他の就学児が日常的に通う施設（以下この注において「学校

等施設」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、学校等施設との間で

当該就学児に係る放課後等デイサービス計画の作成又は見直しに関する会議を開催した場合に、１月に１回を

限度として、所定単位数を加算する。ただし、共生型放課後等デイサービス事業所については、１の注１０の

イ又はロを算定していないときは、算定しない。

２　ロについては、指定放課後等デイサービス事業所等において、学校等施設との連携を図るため、あらかじめ

通所給付決定保護者の同意を得て、学校等施設との間で当該就学児の心身の状況及び生活環境の情報その他の

当該修学児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の学校等施設との連絡調整及び必要な情

報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

３　ハについては、指定放課後等デイサービス事業所等において、児童相談所、こども家庭センター、医療機関

その他の関係機関（以下この注３において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図るため、あらか

じめ通所給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で当該就学児の心身の状況及び生活環境

の情報その他の当該就学児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の児童相談所等関係機関

との連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

４　ハについては、指定放課後等デイサービス事業所等が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業

所に該当する場合において、障害児及びその家族等について、同一の月に第５の１の８に規定する関係機関連

携加算を算定しているときは、算定しない。

５　ニについては、就学児が就職予定の企業又は官公庁等との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者

の同意を得て、就職予定の企業又は官公庁等との連絡調整及び相談援助を行った場合に、１回を限度として、

所定単位数を加算する。

１０の３　事業所間連携加算

イ　事業所間連携加算(Ⅰ)５００単位

ロ　事業所間連携加算(Ⅱ)１５０単位

注　指定放課後等デイサービス事業所等において、法第２１条の５の７第５項に規定する内閣府令で定める障害児

支援利用計画案を市町村に提出した通所給付決定保護者に係る就学児が、複数の指定放課後等デイサービス事業

所等において指定放課後等デイサービス等を受けている場合であって、別にこども家庭庁長官が定める基準に適

合する事業所間の連携を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき１回を限度として所定単位数

を加算する。

１０の４　保育・教育等移行支援加算５００単位

注１　指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所の従業者が、就学児が当該指定放

課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所の退所後に通うこととなる集団生活を営む

施設（他の社会福祉施設等を除く。以下この注において「移行先施設」という。）との間で、退所に先立っ

て、退所後の生活に向けた会議を開催し、又は移行先施設に訪問して退所後の生活に関して助言（以下この注

において「保育・教育等移行支援」という。）を行った場合に、当該退所した就学児に対して退所した日の属

する月から起算して６月以内に行われた当該保育・教育等移行支援につき、２回を限度として所定単位数を加

算する。

２　移行先施設に通うことになった就学児に対して、退所後３０日以内に居宅等を訪問して相談援助を行った場

合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

３　移行先施設との連絡調整を行った上で当該施設に通うことになった就学児について、退所後３０日以内に当

該施設を訪問して助言援助を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。
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１０の５　共生型サービス医療的ケア児支援加算４００単位

注　看護職員又は認定特定行為業務従事者を１以上配置し、地域に貢献する活動を行っているものとして都道府県

知事に届け出た共生型放課後等デイサービス事業所において、医療的ケア児に対して、共生型放課後等デイサー

ビスを行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、８の医療連携体制加算を算定しているとき

は、算定しない。

１１　福祉・介護職員等処遇改善加算

注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所若しくは共生型放課後等デイサービス事業所又は市

町村長に届け出た基準該当放課後等デイサービス事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立研究開発法

人国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、就学児に対し、指定放課後

等デイサービス等を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分の１３４に

相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分の１３１に

相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分の１２１に

相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分の９８に相

当する単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後等デイサービス事業所若しくは共生型

放課後等デイサービス事業所又は市町村長に届け出た基準該当放課後等デイサービス事業所（注１の加算を算

定しているものを除く。）が、就学児に対し、指定放課後等デイサービス等を行った場合に、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の１１４に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の１１１に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の１１１に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の１０８に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の９１に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の８８に相当する単位数
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（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の８４に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の１０１に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９）　１から１０の５までにより算定した単位数の１０００分

の８１に相当する単位数

（１０）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から１０の５までにより算定した単位数の１００

０分の６４に相当する単位数

（１１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から１０の５までにより算定した単位数の１００

０分の７８に相当する単位数

（１２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２）　１から１０の５までにより算定した単位数の１００

０分の６１に相当する単位数

（１３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から１０の５までにより算定した単位数の１００

０分の７１に相当する単位数

（１４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から１０の５までにより算定した単位数の１００

０分の５１に相当する単位数

第４　居宅訪問型児童発達支援

１　居宅訪問型児童発達支援給付費（１日につき）１，０６６単位

注１　指定居宅訪問型児童発達支援事業所（指定通所基準第７１条の８に規定する指定居宅訪問型児童発達支援事

業所をいう。以下同じ。）において、指定居宅訪問型児童発達支援（指定通所基準第７１条の７に規定する指

定居宅訪問型児童発達支援をいう。以下同じ。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

２　指定居宅訪問型児童発達支援の提供時間が３０分未満のものについては、居宅訪問型児童発達支援計画（指

定通所基準第７１条の１４において準用する指定通所基準第２７条に規定する居宅訪問型児童発達支援計画を

いう。以下同じ。）に基づき、支援に慣れるために指定居宅訪問型児童発達支援の提供時間を短時間にする必

要がある等の理由で提供時間が３０分未満の指定居宅訪問型児童発達支援の提供が必要であると市町村が認め

た場合に限り、算定する。

３　居宅訪問型児童発達支援給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、それぞれ次に掲げる割

合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭庁長官が定める

割合

（２）　指定居宅訪問型児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第７１条の１４において準用する指定

通所基準第２７条の規定に従い、居宅訪問型児童発達支援計画が作成されていない場合　次に掲げる場合に

応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　居宅訪問型児童発達支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　居宅訪問型児童発達支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

４　別にこども家庭庁長官が定める地域に居住している障害児に対して、指定居宅訪問型児童発達支援事業所の

訪問支援員（指定通所基準第７１条の８第１項第１号に規定する訪問支援員をいう。以下同じ。）が指定居宅

訪問型児童発達支援を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数

に加算する。
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５　指定居宅訪問型児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第７１条の１４において準用する指定通所基

準第４４条第２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する

単位数を所定単位数から減算する。

６　指定通所基準第７１条の１４において準用する指定通所基準第４５条第２項に規定する基準を満たしていな

い場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　指定通所基準第７１条の１４において準用する指定通所基準第３８条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

８　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位

数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１の２　訪問支援員特別加算

イ　訪問支援員特別加算(Ⅰ)８５０単位

ロ　訪問支援員特別加算(Ⅱ)７００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指

定居宅訪問型児童発達支援事業所において、当該基準に適合する者が指定居宅訪問型児童発達支援を行った場合

に、当該基準に掲げる区分に従い、１日につきイ又はロに掲げる単位数を所定単位数に加算する。

１の３　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の家族等の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　指定居宅訪問型児童発達支援事業所等において対面により相談援助を行った場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　指定通所基準第７１条の８に規定する指定居宅訪問型児童発達支援事業所に置くべき従業者が、居宅訪問型

児童発達支援計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、障害児及びその家族（障害児のき

ょうだいを含む。以下この注において同じ。）等に対する相談援助を行った場合に、イについては１日につき

１回及び１月につき２回を限度として、ロについては１日につき１回及び１月につき４回を限度として、それ

ぞれイ又はロに掲げる場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　指定居宅訪問型児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所（指定通所基

準第４条に規定する指定児童発達支援の事業、指定通所基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの

事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち１以上の事業と指定通所基準第

７１条の７に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業を一体的に行う事業所に限る。）に該当する場合に

は、障害児及びその家族等について、第１の２に規定する家族支援加算のイ、別表２経過的通所給付費単位数

表第１の２に規定する家族支援加算のイ、同表第２の２に規定する家族支援加算のイ又は同表第３の２に規定

する家族支援加算のイ、第３の２に規定する家族支援加算のイ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のイ

を算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときは

イを、第１の２に規定する家族支援加算のロ、同表第１の２に規定する家族支援加算のロ、同表第２の２に規
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定する家族支援加算のロ又は同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第３の２に規定する家族支援加算の

ロ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定した回数を通算した回数が１日に

つき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

１の４　多職種連携支援加算２００単位

注　異なる専門性を有する２以上の訪問支援員を配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定居宅訪問型

児童発達支援事業所において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、異なる専門性を有する２以上の訪

問支援員により指定居宅訪問型児童発達支援を行った場合に、１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

１の５　強度行動障害児支援加算２００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童に対し、別にこども家庭庁長官が

定める基準に適合する指定居宅訪問型児童発達支援を行うものとして都道府県知事に届け出た指定居宅訪問型児

童発達支援事業所において、当該指定居宅訪問型児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

２　通所施設移行支援加算５００単位

注　指定通所基準第７１条の８に規定する指定居宅訪問型児童発達支援事業所に置くべき従業者が、指定居宅訪問

型児童発達支援を利用する障害児に対して、児童発達支援センター、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等

デイサービス事業所に通うための相談援助及び連絡調整を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算す

る。

３　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定居宅訪問型児童発達支援事業所が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通所基準第７１条の１４にお

いて準用する指定通所基準第２４条の規定により、通所利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

４　福祉・介護職員等処遇改善加算

注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た指定居宅訪問型児童発達支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立研究開

発法人国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児に対し、指定居

宅訪問型児童発達支援を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から３までにより算定した単位数の１０００分の１２９に相当す

る単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から３までにより算定した単位数の１０００分の１１８に相当す

る単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から３までにより算定した単位数の１０００分の９６に相当する

単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定居宅訪問型児童発達支援事業所（注１の加算

を算定しているものを除く。）が、障害児に対し、指定居宅訪問型児童発達支援を行った場合に、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の１０

９に相当する単位数
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（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の１０

７に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の８７

に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の８１

に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の９８

に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の６

１に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の７

６に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の７

０に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から３までにより算定した単位数の１０００分の５

０に相当する単位数

第５　保育所等訪問支援

１　保育所等訪問支援給付費（１日につき）１，０７１単位

注１　指定保育所等訪問支援事業所（指定通所基準第７３条に規定する指定保育所等訪問支援事業所をいう。以下

同じ。）において、指定保育所等訪問支援（指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援をいう。

以下同じ。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

１の２　指定保育所等訪問支援の提供時間が３０分未満のものについては、保育所等訪問支援計画（指定通所基

準第７９条において準用する指定通所基準第２７条に規定する保育所等訪問支援計画をいう。以下同じ。）に

基づき、周囲の環境に慣れるために指定保育所等訪問支援の提供時間を短時間にする必要がある等の理由で提

供時間が３０分未満の指定保育所等訪問支援の提供が必要であると市町村が認めた場合に限り、算定する。

２　保育所等訪問支援給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定

単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　指定保育所等訪問支援の提供に当たって、指定通所基準第７９条において準用する指定通所基準第２

７条の規定に従い、保育所等訪問支援計画が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に

掲げる割合

(一)　保育所等訪問支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　保育所等訪問支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（２）　同一日に同一場所で複数の障害児に指定保育所等訪問支援を提供した場合　１００分の９３

（３）　従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭庁長官が定める

割合

３　別にこども家庭庁長官が定める地域にある保育所等に、指定保育所等訪問支援事業所の訪問支援員が指定保

育所等訪問支援を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単

位数に加算する。
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４　指定保育所等訪問支援の提供に当たって、指定通所基準第７９条において準用する指定通所基準第４４条第

２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定

単位数から減算する。

５　指定通所基準第７９条において準用する指定通所基準第４５条第２項に規定する基準を満たしていない場合

は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６　指定通所基準第７９条において準用する指定通所基準第３８条の２第１項に規定する基準を満たしていない

場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位

数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１の２　訪問支援員特別加算

イ　訪問支援員特別加算(Ⅰ)８５０単位

ロ　訪問支援員特別加算(Ⅱ)７００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指

定保育所等訪問支援事業所において、当該基準に適合する者が指定保育所等訪問支援を行った場合に、当該基準

に掲げる区分に従い、１日につきイ又はロに掲げる単位数を所定単位数に加算する。

１の３　初回加算２００単位

注　指定保育所等訪問支援事業所において、新規に保育所等訪問支援計画を作成した障害児に対して、当該指定保

育所等訪問支援事業所の訪問支援員が初めて又は初回の指定保育所等訪問支援を行った日の属する月に指定保育

所等訪問支援を行った際に児童発達支援管理責任者が同行した場合に、１月につき所定単位数を加算する。

１の４　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の家族等の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　指定保育所等訪問支援事業所等において対面により相談援助を行った場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　指定通所基準第７３条に規定する指定保育所等訪問支援事業所に置くべき従業者が、保育所等訪問支援計画

に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、障害児及びその家族（障害児のきょうだいを含む。

以下この注において同じ。）等に対する相談援助を行った場合に、イについては１日につき１回及び１月につ

き２回を限度として、ロについては１日につき１回及び１月につき４回を限度として、それぞれイ又はロに掲

げる場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　指定保育所等訪問支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所（指定通所基準第４

条に規定する指定児童発達支援の事業、指定通所基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業及

び指定通所基準第７１条の７に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業のうち１以上の事業と指定通所基

準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業を一体的に行う事業所に限る。この第５において同じ。）

に該当する場合には、障害児及びその家族等について、第１の２に規定する家族支援加算のイ、別表２経過的
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通所給付費単位数表第１の２に規定する家族支援加算のイ、同表第２の２に規定する家族支援加算のイ又は同

表第３の２に規定する家族支援加算のイ、第３の２に規定する家族支援加算のイ及び第４の１の３に規定する

家族支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を

超えているときはイを、第１の２に規定する家族支援加算のロ、同表第１の２に規定する家族支援加算のロ、

同表第２の２に規定する家族支援加算のロ又は同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第３の２に規定す

る家族支援加算のロ及び第４の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定した回数を通算

した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

１の５　多職種連携支援加算２００単位

注　異なる専門性を有する２以上の訪問支援員を配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定保育所等訪

問支援事業所において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、異なる専門性を有する２以上の訪問支援

員により指定保育所等訪問支援を行った場合に、１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

１の６　ケアニーズ対応加算１２０単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指

定保育所等訪問支援事業所において、重症心身障害児、身体に重度の障害がある児童、重度の知的障害がある児

童、精神に重度の障害がある児童又は医療的ケア児に対し、指定保育所等訪問支援を行った場合に、１日につき

所定単位数を加算する。

１の７　強度行動障害児支援加算２００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童に対し、別にこども家庭庁長官が

定める基準に適合する指定保育所等訪問支援を行うものとして都道府県知事に届け出た指定保育所等訪問支援事

業所において、当該指定保育所等訪問支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１の８　関係機関連携加算１５０単位

注１　指定保育所等訪問支援事業所において、訪問先の施設に加えて、児童相談所、こども家庭センター、医療機

関その他の関係機関（以下この注において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図るため、あらか

じめ通所給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で障害児の心身の状況、生活環境その他

の障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の訪問先の施設及び児童相談所等関係機関

との連絡調整並びに必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

２　指定保育所等訪問支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所に該当する場合にお

いて、障害児及びその家族等について、同一の月に第１の１２の２に規定する関係機関連携加算のハ、第３の

１０の２に規定する関係機関連携加算のハ、別表２経過的通所給付費単位数表第１の１６に規定する関係機関

連携加算のハ、同表第２の１６に規定する関係機関連携加算のハ又は同表第３の１５に規定する関係機関連携

加算のハを算定しているときは、算定しない。

２　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定保育所等訪問支援事業所が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通所基準第７９条において準用する

指定通所基準第２４条の規定により、通所利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を

加算する。

３　福祉・介護職員等処遇改善加算

注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た指定保育所等訪問支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立研究開発法人

国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児に対し、指定保育所等
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訪問支援を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から２までにより算定した単位数の１０００分の１２９に相当す

る単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から２までにより算定した単位数の１０００分の１１８に相当す

る単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から２までにより算定した単位数の１０００分の９６に相当する

単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定保育所等訪問支援事業所（注１の加算を算定

しているものを除く。）が、障害児に対し、指定保育所等訪問支援を行った場合に、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

あっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の１０

９に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の１０

７に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の８７

に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の８１

に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の９８

に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の６

１に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の７

６に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の７

０に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から２までにより算定した単位数の１０００分の５

０に相当する単位数

別表２

経過的障害児通所給付費等単位数表

第１　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において難聴児に対し行われる児童発達支援

１　主として難聴児経過的児童発達支援給付費（１日につき）

イ　時間区分１（指定児童発達支援の提供時間が３０分以上１時間３０分以下。以下この第１において同じ。）

（１）　医療的ケア区分３

(一)　利用定員が２０人以下の場合３，３６４単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合３，１７８単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，０６６単位
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(四)　利用定員が４１人以上の場合２，９７０単位

（２）　医療的ケア区分２

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，３４８単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合２，１６２単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，０５０単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，９５４単位

（３）　医療的ケア区分１

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，０１０単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，８２４単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７１２単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，６１６単位

（４）　（１）から（３）までに該当しない障害児について算定する場合

(一)　利用定員が２０人以下の場合１，３３２単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，１４６単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，０３５単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合９３８単位

ロ　時間区分２（指定児童発達支援の提供時間が１時間３０分超３時間以下。以下この第１において同じ。）

（１）　医療的ケア区分３

(一)　利用定員が２０人以下の場合３，３９７単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合３，２０７単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，０９２単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合２，９９４単位

（２）　医療的ケア区分２

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，３８１単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合２，１９１単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，０７６単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，９７８単位

（３）　医療的ケア区分１

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，０４３単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，８５３単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７３８単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，６４０単位

（４）　（１）から（３）までに該当しない障害児について算定する場合

(一)　利用定員が２０人以下の場合１，３６５単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，１７５単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，０６１単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合９６２単位

ハ　時間区分３（指定児童発達支援の提供時間が３時間超５時間以下。以下この第１において同じ。）

（１）　医療的ケア区分３

(一)　利用定員が２０人以下の場合３，４６４単位
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(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合３，２６５単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３，１４５単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合３，０４１単位

（２）　医療的ケア区分２

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，４４８単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合２，２４９単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２，１２９単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合２，０２５単位

（３）　医療的ケア区分１

(一)　利用定員が２０人以下の場合２，１１０単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，９１０単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，７９０単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，６８７単位

（４）　（１）から（３）までに該当しない障害児について算定する場合

(一)　利用定員が２０人以下の場合１，４３２単位

(二)　利用定員が２１人以上３０人以下の場合１，２３３単位

(三)　利用定員が３１人以上４０人以下の場合１，１１３単位

(四)　利用定員が４１人以上の場合１，００９単位

注１　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援の

単位において、指定児童発達支援を行った場合に、時間区分、障害児の医療的ケア区分及び利用定員に応じ、

１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する旧主として難聴児指定児童発達支援事業

所の場合は、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

２　主として難聴児経過的児童発達支援給付費の算定に当たっては、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所

の従業者が、指定児童発達支援を行った場合に、現に要した時間ではなく、児童発達支援計画に位置付けられ

た内容の指定児童発達支援を行うのに要する標準的な時間に対応する時間区分で所定単位数を算定する。

３　指定児童発達支援の提供時間が３０分未満のものについては、児童発達支援計画に基づき、周囲の環境に慣

れるために指定児童発達支援の提供時間を短時間にする必要がある等の理由で提供時間が３０分未満の指定児

童発達支援の提供が必要であると市町村が認めた場合に限り、時間区分１の所定単位数を算定する。

４　主として難聴児経過的児童発達支援給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに

掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　障害児の数又は従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭

庁長官が定める割合

（２）　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２７条の規定に従い、児童発達支援計画が作成

されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２６条第７項に規定する基準に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出ていない場合　１００分の８５
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５　営業時間（指定通所基準第３７条に規定する運営規程に定める営業時間をいう。）が、別にこども家庭庁長

官が定める基準に該当する場合には、所定単位数に別にこども家庭庁長官が定める割合を所定単位数に乗じて

得た額を算定する。

６　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第４４条第２項又は第３項に規定する基準を満たしてい

ない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　指定通所基準第４５条第２項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当す

る単位数を所定単位数から減算する。

８　指定通所基準第３８条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。

９　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位

数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１０　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児

指定児童発達支援事業所において、難聴児のうち人工内耳を装用している障害児に対して、別にこども家庭庁

長官が定める基準に適合する指定児童発達支援を行った場合に、人工内耳装用児支援加算として、利用定員に

応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　利用定員が２０人以下の場合６０３単位

ロ　利用定員が２１人以上３０人以下の場合５３１単位

ハ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合４８８単位

ニ　利用定員が４１人以上の場合４４５単位

１１　常時見守りが必要な障害児に対する支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助

言を行う等の支援の強化を図るために、主として難聴児経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者

の員数（注１２の加算を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、

児童指導員、保育士（特区法第１２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある旧主として難聴児指定児童

発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る同条第２項に規定する国家戦略特別区域限定

保育士。以下この注１１において同じ。）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、手話通訳士、手話通訳

者、特別支援学校免許取得者若しくは別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者（以下この注１１にお

いて「児童指導員等」という。）又はその他の従業者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出

た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、児童指導員等加配

加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定児童発達支援に従事するも

のを常勤で配置する場合

（１）　利用定員が３０人以下の場合６２単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合５３単位

（３）　利用定員が４１人以上の場合４２単位

ロ　専ら指定児童発達支援に従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（イに掲げる場合を除く。）

（１）　利用定員が３０人以下の場合５１単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合４３単位

（３）　利用定員が４１人以上の場合３４単位

ハ　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（イ及びロに掲げる場合を除

く。）
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（１）　利用定員が３０人以下の場合４１単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３５単位

（３）　利用定員が４１人以上の場合２７単位

ニ　児童指導員等を配置する場合（イからハまでに掲げる場合を除く。）

（１）　利用定員が３０人以下の場合３６単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３１単位

（３）　利用定員が４１人以上の場合２４単位

ホ　その他の従業者を配置する場合

（１）　利用定員が３０人以下の場合３０単位

（２）　利用定員が３１人以上４０人以下の場合２６単位

（３）　利用定員が４１人以上の場合２０単位

１２　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限

る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）又は別にこども家庭

庁長官が定める基準に適合する専門職員（以下この第１において「理学療法士等」という。）による支援が必

要な障害児に対する支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言を行う等の専門的

な支援の強化を図るために、主として難聴児経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数（注

１１の加算を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、理学療法士

等を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所におい

て、指定児童発達支援を行った場合に、専門的支援体制加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、注４の（２）を算定しているときは、加算しない。

イ　利用定員が３０人以下の場合４１単位

ロ　利用定員が３１人以上４０人以下の場合３５単位

ハ　利用定員が４１人以上の場合２７単位

２　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所等において対面により相談援助を行った場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、一部改正府令附則第四条の規定により旧主として難聴

児指定児童発達支援事業所に置くべき従業者（栄養士及び調理員を除く。以下この第１において「旧主として

難聴児指定児童発達支援事業所従業者」という。）が、児童発達支援計画に基づき、あらかじめ通所給付決定

保護者の同意を得て、障害児及びその家族（障害児のきょうだいを含む。以下この注において同じ。）等に対

する相談援助を行った場合に、イ又はロそれぞれについて、１日につき１回及び１月につき４回を限度とし

て、イ又はロに掲げる場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。
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２　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業所（指定

通所基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所基準第７１条の７に規定する指定居

宅訪問型児童発達支援の事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち１以上

の事業と指定通所基準第４条に規定する指定児童発達支援の事業を一体的に行う事業所に限る。この第１にお

いて同じ。）に該当する場合には、障害児及びその家族等について、別表障害児通所給付費等単位数表第３の

２に規定する家族支援加算のイ、第４の１の３に規定する家族支援加算のイ及び第５の１の４に規定する家族

支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４回を超え

ているときはイを、同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第４の１の３に規定する家族支援加算のロ及

び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定した回数を通算した回数が１日につき

１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

３　食事提供加算

イ　食事提供加算(Ⅰ)３０単位

ロ　食事提供加算(Ⅱ)４０単位

注　イ又はロについては、児童福祉法施行令第２４条第２号、第３号ロ、第４号ロ、第５号又は第６号に掲げる通

所給付決定保護者（同号に掲げる通所給付決定保護者にあっては、通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保

護者と同一の世帯に属する者について指定通所支援のあった月の属する年度（指定通所支援のあった月が４月か

ら６月までの場合にあっては、前年度）分の所得割の額を合算した額（同条第２号、第３号ロ、第４号ロ及び第

５号に規定する所得割の額を合算した額をいう。）が２８万円未満であるものに該当する場合における当該通所

給付決定保護者、同条第６号に規定する市町村民税世帯非課税者に該当する場合における当該通所給付決定保護

者又は通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保護者と同一の世帯に属する者が指定通所支援のあった月にお

いて被保護者である場合若しくは要保護者である者であって内閣府令で定めるものに該当する場合における当該

通所給付決定保護者に限る。）の通所給付決定に係る障害児に対して、旧主として難聴児指定児童発達支援事業

所の調理室において調理された食事を提供するものとして都道府県知事に届け出た当該旧主として難聴児指定児

童発達支援事業所において、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する食事提供を行った場合に、当該基準

に掲げる区分に従い、１日につき所定単位数を加算する。

４　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通所基準第２４条の規

定により、通所利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

５　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の３５以上

であるものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達

支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の２５以上

であるものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達
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支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置

等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た旧主として

難聴児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算

定している場合は、算定しない。

（１）　一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員又は保育士（（２）において「児童指導員

等」という。）として配置されている従業者のうち、常勤で配置されているものの割合が１００分の７５以

上であること。

（２）　児童指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事しているものの割合が１００

分の３０以上であること。

６　栄養士配置加算

イ　栄養士配置加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合３７単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３０単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２５単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２１単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１９単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合１６単位

ロ　栄養士配置加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合２０単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１６単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１３単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１１単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１０単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合９単位

注１　イについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

２　ロについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、イを算定しているときは、算定しない。

（１）　管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

７　欠席時対応加算９４単位

注　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において児童発達支援を利用する障害児が、あらかじめ当該旧主と

して難聴児指定児童発達支援事業所の利用を予定した日に、急病等によりその利用を中止した場合において、旧
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主として難聴児指定児童発達支援事業所従業者が、障害児又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行う

とともに、当該障害児の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数

を算定する。

８　専門的支援実施加算１５０単位

注　理学療法士等による支援が必要な障害児に対する支援その他の専門的な支援の強化を図るために、理学療法士

等を１以上配置するものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、別

にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定児童発達支援を行った場合に、児童発達支援計画に位置付けら

れた指定児童発達支援の日数に応じ１月に４回又は６回を限度として、１回につき所定単位数を加算する。ただ

し、１の注４の（２）を算定しているときは、加算しない。

９　強度行動障害児支援加算２００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童に対し、別にこども家庭庁長官が

定める基準に適合する指定児童発達支援を行うものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発

達支援事業所において、当該指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。さらに、加

算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間については、５００単位を所定単位数に加算する。

１０　集中的支援加算１，０００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童の状態が悪化した場合において、

広域的支援人材を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問させ、又はテレビ電話装置その他の情報通信

機器を活用して、広域的支援人材が中心となって当該児童に対し集中的に支援を行ったときに、３月以内の期間

に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１１　個別サポート加算(Ⅱ)１５０単位

注　要保護児童又は要支援児童であって、その保護者の同意を得て、児童相談所、こども家庭センターその他の公

的機関又は当該児童若しくはその保護者の主治医と連携し、指定児童発達支援を行う必要があるものに対し、旧

主として難聴児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。

１２　入浴支援加算５５単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定

児童発達支援事業所において、医療的ケア児又は重症心身障害児に対して、別にこども家庭庁長官が定める基準

に適合する入浴に係る支援を行った場合に、１月につき８回を限度として、所定単位数を加算する。

１３　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた障害児が１人８００単位

（２）　看護を受けた障害児が２人５００単位

（３）　看護を受けた障害児が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)

（１）　看護を受けた障害児が１人１，６００単位

（２）　看護を受けた障害児が２人９６０単位

（３）　看護を受けた障害児が３人以上８人以下８００単位
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ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)５００単位

ト　医療連携体制加算(Ⅶ)２５０単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１回

の訪問につき８人の障害児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）、

（２）若しくは（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しくは（３）

を算定している障害児については、算定しない。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に

対し、１回の訪問につき８人の障害児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの

（１）、（２）若しくは（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しく

は（３）を算定している障害児については、算定しない。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１回

の訪問につき８人の障害児を限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの（１）、

（２）若しくは（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しくは（３）

を算定している障害児については、算定しない。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が医療的ケア児に対して４時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児

に対し、１回の訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１

日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれか又は１のイの（１）、（２）若しくは

（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）若しくは１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定して

いる医療的ケア児については、算定しない。この場合において、医療的ケア児が３人以上利用している旧主と

して難聴児指定児童発達支援事業所にあっては、１のイの（１）、（２）若しくは（３）、１のロの（１）、

（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定することを原則とする。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が医療的ケア児に対して４時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた医療的ケア児

に対し、１回の訪問につき８人の医療的ケア児を限度として、当該看護を受けた医療的ケア児の数に応じ、１

日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれか又は１のイの（１）、（２）若しくは

（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）若しくは１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定して

いる医療的ケア児については、算定しない。この場合において、医療的ケア児が３人以上利用している旧主と

して難聴児指定児童発達支援事業所にあっては、１のイの（１）、（２）若しくは（３）、１のロの（１）、

（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定することを原則とする。

６　ヘについては、医療機関等との連携により、看護職員を旧主として難聴児指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が認定特定行為業務従事者に
かく

喀
たん

痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対

し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、１のイの（１）、（２）若しくは

（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）又は１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定している

場合は、算定しない。

７　トについては、
かく

喀
たん

痰吸引等が必要な障害児に対して、認定特定行為業務従事者が、医療機関等との連携によ

り、
かく

喀
たん

痰吸引等を行った場合に、障害児１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからホま
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でのいずれか又は１のイの（１）、（２）若しくは（３）、１のロの（１）、（２）若しくは（３）若しくは

１のハの（１）、（２）若しくは（３）を算定している障害児については、算定しない。

１４　送迎加算

イ　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合４０単位

ロ　中重度医療的ケア児の場合８０単位

注１　イについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主

として難聴児指定児童発達支援事業所において、重症心身障害児又は医療的ケア児に対して、その居宅等と旧

主として難聴児指定児童発達支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。た

だし、ロを算定しているときは、算定しない。

２　ロについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主

として難聴児指定児童発達支援事業所において、中重度医療的ケア児に対して、その居宅等と指定児童発達支

援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

３　注１及び注２に規定する送迎加算の算定について、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所の所在する建

物と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で障害児の送迎を行った場合には、所定単位数の１００分

の７０に相当する単位数を算定する。

１５　延長支援加算

イ　障害児の場合（ロに規定する場合を除く。）

（１）　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

（２）　延長支援時間２時間以上の場合１２３単位

ロ　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

（１）　延長支援時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

（２）　延長支援時間２時間以上の場合２５６単位

注１　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指

定児童発達支援事業所において、障害児に対して、児童発達支援計画に位置付けられた内容の指定児童発達支

援（当該指定児童発達支援を行うのに要する標準的な時間が５時間のものに限る。）の提供前又は提供後に別

に児童発達支援計画に位置付けられた支援（当該支援を行うのに要する標準的な時間が１時間以上のものに限

る。以下この注において「延長支援」という。）を行う場合に、障害児の障害種別及び延長支援時間（当該延

長支援を行うのに要した時間（当該時間が当該延長支援を行うのに要する標準的な時間を超える場合にあって

は、当該延長支援を行うのに要する標準的な時間）をいう。以下この１５において同じ。）に応じ、１日につ

き所定単位数を加算する。

２　イ又はロを算定する旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、延長支援について、障害児又は保

護者の都合により延長支援時間が３０分以上１時間未満となった場合には、イを算定している旧主として難聴

児指定児童発達支援事業所については６１単位を、ロを算定している旧主として難聴児指定児童発達支援事業

所については１２８単位を、１日につきそれぞれの所定単位数に加算する。

１６　関係機関連携加算

イ　関係機関連携加算(Ⅰ)２５０単位

ロ　関係機関連携加算(Ⅱ)２００単位

ハ　関係機関連携加算(Ⅲ)１５０単位

ニ　関係機関連携加算(Ⅳ)２００単位
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注１　イについては、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、保育所その他の障害児が日常的に通う

施設（以下この注において「保育所等施設」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者

の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児に係る児童発達支援計画の作成又は見直しに関する会議を開

催した場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

２　ロについては、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、保育所等施設との連携を図るため、あ

らかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児の心身の状況及び生活環境の情

報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の保育所等施設との連絡調整

及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

３　ハについては、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、児童相談所、こども家庭センター、医

療機関その他の関係機関（以下この注３において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図るため、

あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で当該障害児の心身の状況及び生

活環境の情報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の児童相談所等関

係機関との連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算す

る。

４　ハについては、旧主として難聴児指定児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能

型事業所に該当する場合において、障害児及びその家族等について、同一の月に別表障害児通所給付費等単位

数表第５の１の８に規定する関係機関連携加算を算定しているときは、算定しない。

５　ニについては、障害児が小学校等との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、小学

校等との連絡調整及び相談援助を行った場合に、１回を限度として、所定単位数を加算する。

１７　事業所間連携加算

イ　事業所間連携加算(Ⅰ)５００単位

ロ　事業所間連携加算(Ⅱ)１５０単位

注　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所において、法第２１条の５の７第５項に規定する内閣府令で定める

障害児支援利用計画案を市町村に提出した通所給付決定保護者に係る障害児が、複数の旧主として難聴児指定児

童発達支援事業所において指定児童発達支援を受けている場合であって、別にこども家庭庁長官が定める基準に

適合する事業所間の連携を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき１回を限度として所定単位

数を加算する。

１８　保育・教育等移行支援加算５００単位

注１　旧主として難聴児指定児童発達支援事業所の従業者が、障害児が当該旧主として難聴児指定児童発達支援事

業所の退所後に通うこととなる保育所その他の施設（他の社会福祉施設等を除く。以下この注において「移行

先施設」という。）との間で、退所に先立って、退所後の生活に向けた会議を開催し、又は移行先施設に訪問

して退所後の生活に関して助言（以下この注において「保育・教育等移行支援」という。）を行った場合に、

当該退所した障害児に対して退所した日の属する月から起算して６月以内に行われた当該保育・教育等移行支

援につき、２回を限度として所定単位数を加算する。

２　移行先施設に通うことになった障害児に対して、退所後３０日以内に居宅等を訪問して相談援助を行った場

合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

３　移行先施設との連絡調整を行った上で当該施設に通うことになった障害児について、退所後３０日以内に当

該施設を訪問して助言援助を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

１９　福祉・介護職員等処遇改善加算
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注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立

研究開発法人国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児に対し、

指定児童発達支援を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１３１に相当

する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１２８に相当

する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１１８に相当

する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の９６に相当す

る単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た旧主として難聴児指定児童発達支援事業所（注１

の加算を算定しているものを除く。）が、障害児に対し、指定児童発達支援を行った場合に、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

１１に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０９に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０８に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０６に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

９に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

６に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

３に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の９

８に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

０に相当する単位数

（１０）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の６３に相当する単位数
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（１１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の７６に相当する単位数

（１２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の６０に相当する単位数

（１３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の７０に相当する単位数

（１４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の５０に相当する単位数

第２　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において重症心身障害児に対し行われる児童発達支援

１　主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費（１日につき）

イ　利用定員が１５人以下の場合１，３５２単位

ロ　利用定員が１６人以上２０人以下の場合１，０５７単位

ハ　利用定員が２１人以上の場合９３９単位

注１　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定児童発達支援の

単位において、指定児童発達支援を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただ

し、地方公共団体が設置する旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所の場合は、所定単位数の１０

００分の９６５に相当する単位数を算定する。

１の２　指定児童発達支援の提供時間が３０分未満のものについては、児童発達支援計画に基づき、周囲の環境

に慣れるために指定児童発達支援の提供時間を短時間にする必要がある等の理由で提供時間が３０分未満の指

定児童発達支援の提供が必要であると市町村が認めた場合に限り、算定する。

２　主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費の算定に当たって、次のいずれかに該当する場合に、そ

れぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　障害児の数又は従業者の員数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭

庁長官が定める割合

（２）　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２７条の規定に従い、児童発達支援計画が作成

されていない場合

次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２６条第７項に規定する基準に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出ていない場合　１００分の８５

３　営業時間（指定通所基準第３７条に規定する運営規程に定める営業時間をいう。）が、別にこども家庭庁長

官が定める基準に該当する場合には、所定単位数に別にこども家庭庁長官が定める割合を所定単位数に乗じて

得た額を算定する。

４　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第４４条第２項又は第３項に規定する基準を満たしてい

ない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５　指定通所基準第４５条第２項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当す

る単位数を所定単位数から減算する。

６　指定通所基準第３８条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。
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７　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位

数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

８　常時見守りが必要な障害児に対する支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言

を行う等の支援の強化を図るために、主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる

従業者の員数（注９の加算を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加

え、児童指導員、保育士（特区法第１２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある旧主として重症心身障

害児指定児童発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る同条第２項に規定する国家戦略

特別区域限定保育士。以下この第２において同じ。）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、手話通訳士、

手話通訳者、特別支援学校免許取得者若しくは別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する者（以下この注

８において「児童指導員等」という。）又はその他の従業者を１以上配置しているものとして都道府県知事に

届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、児

童指導員等加配加算として、利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等であって専ら指定児童発達支援に従事するも

のを常勤で配置する場合６２単位

ロ　専ら指定児童発達支援に従事する児童指導員等を常勤で配置する場合（イに掲げる場合を除く。）５１単

位

ハ　５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児童指導員等を配置する場合（イ及びロに掲げる場合を除

く。）４１単位

ニ　児童指導員等を配置する場合（イからハまでに掲げる場合を除く。）３６単位

ホ　その他の従業者を配置する場合３０単位

９　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限

る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）又は別にこども家庭

庁長官が定める基準に適合する専門職員（以下「理学療法士等」という。）による支援が必要な障害児に対す

る支援及びその障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言を行う等の専門的な支援の強化を図

るために、主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数（注８の加算

を算定している場合は、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、理学療法士等を１以上

配置しているものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所におい

て、指定児童発達支援を行った場合に、専門的支援体制加算として、１日につき４１単位を所定単位数に加算

する。ただし、注２の（２）を算定しているときは、加算しない。

１０　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心

身障害児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、看護職員加配加算として、１

日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　看護職員加配加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下の場合１００単位

（２）　利用定員が２１人以上の場合８０単位

ロ　看護職員加配加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下の場合２００単位

（２）　利用定員が２１人以上の場合１６０単位

２　家族支援加算
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イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所等において対面により相談援助を行った場合１００

単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、一部改正府令附則第４条の規定により旧主と

して重症心身障害児指定児童発達支援事業所に置くべき従業者（栄養士及び調理員を除く。以下この第２にお

いて「旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所従業者」という。）が、児童発達支援計画に基づ

き、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、障害児及びその家族（障害児のきょうだいを含む。以下こ

の注において同じ。）等に対する相談援助を行った場合に、イ又はロそれぞれについて、１日につき１回及び

１月につき４回を限度として、イ又はロに掲げる場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定する多機能型事業

所（指定通所基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所基準第７１条の７に規定す

る指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のう

ち１以上の事業と指定通所基準第４条に規定する指定児童発達支援の事業を一体的に行う事業所に限る。この

第２において同じ。）に該当する場合には、障害児及びその家族等について、別表障害児通所給付費等単位数

表第３の２に規定する家族支援加算のイ、第４の１の３に規定する家族支援加算のイ及び第５の１の４に規定

する家族支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１月につき４

回を超えているときはイを、同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第４の１の３に規定する家族支援加

算のロ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定した回数を通算した回数が１

日につき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

３　子育てサポート加算８０単位

注　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、

指定児童発達支援とあわせて、障害児の家族等に対して、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所従

業者が指定児童発達支援を行う場面を観察する機会、当該場面に参加する機会その他の障害児の特性やその特性

を踏まえたこどもへの関わり方に関する理解を促進する機会を提供し、障害児の特性やその特性を踏まえたこど

もへの関わり方等に関する相談援助その他の支援を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を

加算する。

４　食事提供加算

イ　食事提供加算(Ⅰ)３０単位

ロ　食事提供加算(Ⅱ)４０単位

注　イ又はロについては、児童福祉法施行令第２４条第２号、第３号ロ、第４号ロ、第５号又は第６号に掲げる通

所給付決定保護者（同号に掲げる通所給付決定保護者にあっては、通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保

護者と同一の世帯に属する者について指定通所支援のあった月の属する年度（指定通所支援のあった月が４月か

第一法規『D1-Law.com 現行法規』



ら６月までの場合にあっては、前年度）分の所得割の額を合算した額（同条第２号、第３号ロ、第４号ロ及び第

５号に規定する所得割の額を合算した額をいう。）が２８万円未満であるものに該当する場合における当該通所

給付決定保護者、同条第６号に規定する市町村民税世帯非課税者に該当する場合における当該通所給付決定保護

者又は通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保護者と同一の世帯に属する者が指定通所支援のあった月にお

いて被保護者である場合若しくは要保護者である者であって内閣府令で定めるものに該当する場合における当該

通所給付決定保護者に限る。）の通所給付決定に係る障害児に対して、旧主として重症心身障害児指定児童発達

支援事業所の調理室において調理された食事を提供するものとして都道府県知事に届け出た当該旧主として重症

心身障害児指定児童発達支援事業所において、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する食事提供を行った

場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき所定単位数を加算する。

５　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通所基準第２

４条の規定により、通所利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

６　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の３５以上

であるものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、指定

児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の２５以上

であるものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、指定

児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門

職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た旧主として

重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数

を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算

(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　一部改正府令附則第４条の規定により置くべき児童指導員又は保育士（（２）において「児童指導員

等」という。）として配置されている従業者のうち、常勤で配置されているものの割合が１００分の７５以

上であること。

（２）　児童指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事しているものの割合が１００

分の３０以上であること。

７　栄養士配置加算

イ　栄養士配置加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合３７単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合３０単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合２５単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合２１単位
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（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１９単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合１６単位

ロ　栄養士配置加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が４０人以下の場合２０単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下の場合１６単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下の場合１３単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下の場合１１単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下の場合１０単位

（６）　利用定員が８１人以上の場合９単位

注１　イについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加

算する。

（１）　常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

２　ロについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出

た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加

算する。ただし、この場合において、イを算定している場合は、算定しない。

（１）　管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　障害児の日常生活状況、
し

嗜好等を把握し、安全及び衛生に留意した適切な食事管理を行っているこ

と。

８　欠席時対応加算９４単位

注　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において児童発達支援を利用する障害児が、あらかじめ当

該旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所の利用を予定した日に、急病等によりその利用を中止した

場合において、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所従業者が、障害児又はその家族等との連絡調

整その他の相談援助を行うとともに、当該障害児の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月につき４回

を限度として、所定単位数を算定する。ただし、１月につき当該指定児童発達支援等を利用した障害児の数を利

用定員に当該月の営業日数を乗じた数で除して得た率が１００分の８０に満たない場合は、１月につき８回を限

度として、所定単位数を算定する。

９　専門的支援実施加算１５０単位

注　理学療法士等による支援が必要な障害児に対する支援その他の専門的な支援の強化を図るために、理学療法士

等を１以上配置するものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所にお

いて、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定児童発達支援を行った場合に、児童発達支援計画に位

置付けられた指定児童発達支援の日数に応じ１月に４回又は６回を限度として、１回につき所定単位数を加算す

る。ただし、１の注２の（２）を算定しているときは、加算しない。

１０　集中的支援加算１，０００単位

注　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する強度の行動障害を有する児童の状態が悪化した場合において、

広域的支援人材を旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所に訪問させ、又はテレビ電話装置その他の

情報通信機器を活用して、広域的支援人材が中心となって当該児童に対し集中的に支援を行ったときに、３月以

内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。
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１１　個別サポート加算(Ⅱ)１５０単位

注　要保護児童又は要支援児童であって、その保護者の同意を得て、児童相談所、こども家庭センターその他の公

的機関又は当該児童若しくはその保護者の主治医と連携し、指定児童発達支援を行う必要があるものに対し、旧

主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。

１２　入浴支援加算５５単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障

害児指定児童発達支援事業所において、重症心身障害児に対して、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合す

る入浴に係る支援を行った場合に、１月につき８回を限度として、所定単位数を加算する。

１３　医療連携体制加算(Ⅶ)２５０単位

注　
かく

喀
たん

痰吸引等が必要な障害児に対して、認定特定行為業務従事者が、医療機関等との連携により、
かく

喀
たん

痰吸引等を

行った場合に、障害児１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の注１０のイ又はロを算定し

ているときは、算定しない。

１４　送迎加算

イ　重症心身障害児の場合４０単位

ロ　中重度医療的ケア児の場合８０単位

注１　イについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主

として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、重症心身障害児に対して、その居宅等と旧主として

重症心身障害児指定児童発達支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。た

だし、ロを算定しているときは、算定しない。

２　ロについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主

として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、中重度医療的ケア児に対して、その居宅等と旧主と

して重症心身障害児指定児童発達支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算す

る。

３　注１及び注２に規定する送迎加算の算定について、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所の所

在する建物と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で障害児の送迎を行った場合には、所定単位数の

１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１５　延長支援加算

イ　延長時間１時間未満の場合１２８単位

ロ　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

ハ　延長時間２時間以上の場合２５６単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障

害児指定児童発達支援事業所において、障害児に対して、児童発達支援計画に基づき指定児童発達支援を行った

場合に、当該指定児童発達支援を受けた障害児に対し、当該指定児童発達支援を行うのに要する標準的な延長時

間で所定単位数を加算する。

１６　関係機関連携加算

イ　関係機関連携加算(Ⅰ)２５０単位

ロ　関係機関連携加算(Ⅱ)２００単位

ハ　関係機関連携加算(Ⅲ)１５０単位

ニ　関係機関連携加算(Ⅳ)２００単位
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注１　イについては、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、保育所その他の障害児が日常

的に通う施設（以下この注において「保育所等施設」という。）との連携を図るため、あらかじめ通所給付決

定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児に係る児童発達支援計画の作成又は見直しに関する

会議を開催した場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

２　ロについては、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、保育所等施設との連携を図る

ため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児の心身の状況及び生活

環境の情報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の保育所等施設との

連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。

３　ハについては、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、児童相談所、こども家庭セン

ター、医療機関その他の関係機関（以下この注３において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図

るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で当該障害児の心身の状

況及び生活環境の情報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の児童相

談所等関係機関との連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を

加算する。

４　ハについては、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定す

る多機能型事業所に該当する場合において、障害児及びその家族等について、同一の月に別表障害児通所給付

費等単位数表第５の１の８に規定する関係機関連携加算を算定しているときは、算定しない。

５　ニについては、障害児が小学校等との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、小学

校等との連絡調整及び相談援助を行った場合に、１回を限度として、所定単位数を加算する。

１７　事業所間連携加算

イ　事業所間連携加算(Ⅰ)５００単位

ロ　事業所間連携加算(Ⅱ)１５０単位

注　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所において、法第２１条の５の７第５項に規定する内閣府令

で定める障害児支援利用計画案を市町村に提出した通所給付決定保護者に係る障害児が、複数の指定児童発達支

援事業所等において指定児童発達支援を受けている場合であって、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合す

る事業所間の連携を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき１回を限度として所定単位数を加

算する。

１８　保育・教育等移行支援加算５００単位

注１　旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所の従業者が、障害児が当該旧主として重症心身障害児指

定児童発達支援事業所の退所後に通うこととなる保育所その他の施設（他の社会福祉施設等を除く。以下この

注において「移行先施設」という。）との間で、退所に先立って、退所後の生活に向けた会議を開催し、又は

移行先施設に訪問して退所後の生活に関して助言（以下この注において「保育・教育等移行支援」という。）

を行った場合に、当該退所した障害児に対して、退所した日の属する月から起算して６月以内に行われた当該

保育・教育等移行支援につき、２回を限度として所定単位数を加算する。

２　移行先施設に通うことになった障害児に対して、退所後３０日以内に居宅等を訪問して相談援助を行った場

合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

３　移行先施設との連絡調整を行った上で当該施設に通うことになった障害児について、退所後３０日以内に当

該施設を訪問して助言援助を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

１９　福祉・介護職員等処遇改善加算
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注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構

又は国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児

に対し、指定児童発達支援を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１３１に相当

する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１２８に相当

する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１１８に相当

する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の９６に相当す

る単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業

所（注１の加算を算定しているものを除く。）が、障害児に対し、指定児童発達支援を行った場合に、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

１１に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０９に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０８に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の１

０６に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

９に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

６に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

３に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の９

８に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分の８

０に相当する単位数

（１０）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の６３に相当する単位数
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（１１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の７６に相当する単位数

（１２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の６０に相当する単位数

（１３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の７０に相当する単位数

（１４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から１８までにより算定した単位数の１０００分

の５０に相当する単位数

第３　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において肢体不自由児又は重症心身障害児に対し行

われる児童発達支援

１　医療型経過的児童発達支援給付費（１日につき）

イ　旧指定医療型児童発達支援事業所において肢体不自由児に対し指定児童発達支援を行う場合４８７単位

ロ　旧指定医療型児童発達支援事業所において重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行う場合６００単位

ハ　旧指定発達支援医療機関において肢体不自由児に対し指定医療型児童発達支援を行う場合４３５単位

ニ　旧指定発達支援医療機関において重症心身障害児に対し指定医療型児童発達支援を行う場合５４９単位

注１　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、指定児童発達支援を行った場合

に、障害児の障害種別に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定医療

型児童発達事業所の場合は、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

１の２　指定児童発達支援の提供時間が３０分未満のものについては、児童発達支援計画に基づき、周囲の環境

に慣れるために指定児童発達支援の提供時間を短時間にする必要がある等の理由で提供時間が３０分未満の指

定児童発達支援の提供が必要であると市町村が認めた場合に限り、算定する。

２　医療型経過的児童発達支援給付費の算定に当たって、旧指定医療型児童発達支援事業所において、次の

（１）又は（２）のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定す

る。

（１）　障害児の数が別にこども家庭庁長官が定める基準に該当する場合　別にこども家庭庁長官が定める割

合

（２）　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第２７条の規定に従い、児童発達支援計画が作成

されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　児童発達支援計画が作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

３　指定通所基準第３７条に規定する運営規程に定める営業時間が、別にこども家庭庁長官が定める基準に該当

する場合には、所定単位数に別にこども家庭庁長官が定める割合を乗じて得た数を算定する。

４　指定児童発達支援の提供に当たって、指定通所基準第４４条第２項又は第３項に規定する基準を満たしてい

ない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５　指定通所基準第４５条第２項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当す

る単位数を所定単位数から減算する。

６　指定通所基準第３８条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。

７　法第３３条の１８第１項の規定に基づく情報公表対象支援情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位

数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。
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２　家族支援加算

イ　家族支援加算(Ⅰ)

（１）　障害児の居宅を訪問して相談援助を行った場合

(一)　所要時間１時間以上の場合３００単位

(二)　所要時間１時間未満の場合２００単位

（２）　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関等において対面により相談援助を行った

場合１００単位

（３）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して相談援助を行った場合８０単位

ロ　家族支援加算(Ⅱ)

（１）　対面により他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行った場合８０単位

（２）　テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して他の障害児及びその家族等と合わせて相談援助を行っ

た場合６０単位

注１　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、一部改正府令附則第２条の規定に

より旧指定医療型児童発達支援事業所に置くべき従業者（以下この第３において「旧指定医療型児童発達支援

事業所従業者」という。）又は旧指定発達支援医療機関に置くべき職員（以下この第３において「旧指定発達

支援医療機関職員」という。）が、児童発達支援計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得

て、障害児及びその家族（障害児のきょうだいを含む。以下この注において同じ。）等に対する相談援助を行

った場合に、イ又はロそれぞれについて、１日につき１回及び１月につき４回を限度として、イ又はロに掲げ

る場合に応じ、それぞれに掲げる所定単位数を加算する。

２　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関が指定通所基準第２条第１３号に規定する多

機能型事業所（指定通所基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所基準第７１条の

７に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び指定通所基準第７２条に規定する指定保育所等訪問支援

の事業のうち１以上の事業と指定通所基準第４条に規定する指定児童発達支援の事業を一体的に行う事業所に

限る。この第３において同じ。）に該当する場合には、障害児及びその家族等について、別表障害児通所給付

費等単位数表第３の２に規定する家族支援加算のイ、第４の１の３に規定する家族支援加算のイ及び第５の１

の４に規定する家族支援加算のイを算定した回数とイを算定した回数を通算した回数が１日につき１回又は１

月につき４回を超えているときはイを、同表第３の２に規定する家族支援加算のロ、第４の１の３に規定する

家族支援加算のロ及び第５の１の４に規定する家族支援加算のロを算定した回数とロを算定した回数を通算し

た回数が１日につき１回又は１月につき４回を超えているときはロを算定しない。

３　子育てサポート加算８０単位

注　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、あらかじめ通所給付決定保護者の同

意を得て、指定児童発達支援とあわせて、障害児の家族等に対して、旧指定医療型児童発達支援事業所従業者又

は旧指定発達支援医療機関職員が指定児童発達支援を行う場面を観察又は当該場面に参加する機会その他の障害

児の特性やその特性を踏まえたこどもへの関わり方に関する理解を促進する機会を提供し、障害児の特性やその

特性を踏まえたこどもへの関わり方等に関する相談援助その他の支援を行った場合に、１月につき４回を限度と

して、所定単位数を加算する。

４　食事提供加算

イ　食事提供加算(Ⅰ)３０単位

ロ　食事提供加算(Ⅱ)４０単位
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注　イ又はロについては、児童福祉法施行令第２４条第２号、第３号ロ、第４号ロ、第５号又は第６号に掲げる通

所給付決定保護者（同号に掲げる通所給付決定保護者にあっては、通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保

護者と同一の世帯に属する者について指定通所支援のあった月の属する年度（指定通所支援のあった月が４月か

ら６月までの場合にあっては、前年度）分の所得割の額を合算した額（同条第２号、第３号ロ、第４号ロ及び第

５号に規定する所得割の額を合算した額をいう。）が２８万円未満であるものに該当する場合における当該通所

給付決定保護者、同条第６号に規定する市町村民税世帯非課税者に該当する場合における当該通所給付決定保護

者又は通所給付決定保護者及び当該通所給付決定保護者と同一の世帯に属する者が指定通所支援のあった月にお

いて被保護者である場合若しくは要保護者である者であって内閣府令で定めるものに該当する場合における当該

通所給付決定保護者に限る。）の通所給付決定に係る障害児に対して、旧指定医療型児童発達支援事業所の調理

室において調理された食事を提供するものとして都道府県知事に届け出た当該旧指定医療型児童発達支援事業所

において、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する食事提供を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従

い、１日につき所定単位数を加算する。

５　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関が通所給付決定保護者から依頼を受け、指定通

所基準第２４条の規定により、通所利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算す

る。

６　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、一部改正府令附則第２条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者又は旧指定発達支援医療機関の職員（直接支援業務に従事する者のうち、看護職員及び保育士（特区法第１

２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある指定発達支援医療機関にあっては、保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士）であるものを除く。注２において同じ。）のうち、社会福祉士、介

護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であるものの割合が１００分の３５以上であるものとして都道府県

知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、指定児童発達支援を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、一部改正府令附則第２条の規定により置くべき児童指導員として常勤で配置されている従業

者又は指定発達支援医療機関の職員のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である

ものの割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業所

又は指定発達支援医療機関において、旧指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療

型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき

所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員

配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　一部改正府令附則第２条の規定により置くべき児童指導員若しくは保育士（特区法第１２条の５第５

項に規定する事業実施区域内にある旧指定医療型児童発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士。１３において同じ。）又は旧指定発達支援医療機関の職員（直接

支援業務に従事する保育士（特区法第１２条の５第５項に規定する事業実施区域内にある旧指定発達支援医
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療機関にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士）又は指導員であるも

のに限る。）（（２）において「児童指導員等」という。）として配置されている従業者のうち、常勤で配

置されているものの割合が１００分の７５以上であること。

（２）　児童指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事しているものの割合が１００

分の３０以上であること。

７　欠席時対応加算９４単位

注　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において児童発達支援を利用する障害児が、あ

らかじめ当該旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関の利用を予定した日に、急病等によ

りその利用を中止した場合において、旧指定医療型児童発達支援事業所従業者又は旧指定発達支援医療機関職員

が、障害児又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該障害児の状況、相談援助の内容

等を記録した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。ただし、１のロ又はニを算定して

いる旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において１月につき当該児童発達支援を利用

した障害児の数を利用定員に当該月の営業日数を乗じた数で除して得た率が１００分の８０に満たない場合は、

１月につき８回を限度として、所定単位数を算定する。

８　専門的支援実施加算１５０単位

注　理学療法士等による支援が必要な障害児に対する支援その他の専門的な支援の強化を図るために、理学療法士

等を１以上配置するものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医

療機関において、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する指定児童発達支援を行った場合に、児童発達支

援計画に位置付けられた指定児童発達支援の日数に応じ１月に４回又は６回を限度として、１回につき所定単位

数を加算する。ただし、１の注２の（２）を算定しているときは、加算しない。

９　集中的支援加算１，０００単位

１０　個別サポート加算

イ　個別サポート加算(Ⅰ)１２０単位

ロ　個別サポート加算(Ⅱ)１５０単位

注１　イについては、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、重症心身障害児、

身体に重度の障害がある児童、重度の知的障害がある児童又は精神に重度の障害がある児童に対し、指定児童

発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、要保護児童又は要支援児童であって、その保護者の同意を得て、児童相談所、こども家庭セ

ンターその他の公的機関又は当該児童若しくはその保護者の主治医と連携し、指定児童発達支援を行う必要が

あるものに対し、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、指定児童発達支援

を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１１　入浴支援加算５５単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達

支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、医療的ケア児又は重症心身障害児に対して、別にこども家庭

庁長官が定める基準に適合する入浴に係る支援を行った場合に、１月につき８回を限度として、所定単位数を加

算する。

１２　送迎加算

イ　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合４０単位

ロ　中重度医療的ケア児の場合８０単位
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注１　イについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧指

定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、重症心身障害児又は医療的ケア児に対し

て、その居宅等と旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関との間の送迎を行った場合

に、片道につき所定単位数を加算する。ただし、ロを算定しているときは、算定しない。

２　ロについては、別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧指

定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、中重度医療的ケア児に対して、その居宅

等と旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。

３　注１及び注２に規定する送迎加算の算定について、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医

療機関の所在する建物と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で障害児の送迎を行った場合には、所

定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１３　保育職員加配加算５０単位

注１　保育機能の充実を図るため、医療型経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、児

童指導員又は保育士を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業

所において、指定児童発達支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　医療型経過的児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、児童指導員又は保育士を２以上

配置しているものとして都道府県知事に届け出た定員２１人以上の旧指定医療型児童発達支援事業所におい

て、指定児童発達支援を行った場合に、２２単位を加算する。

１４　延長支援加算

イ　肢体不自由児の場合

（１）　延長時間１時間未満の場合６１単位

（２）　延長時間１時間以上２時間未満の場合９２単位

（３）　延長時間２時間以上の場合１２３単位

ロ　重症心身障害児又は医療的ケア児の場合

（１）　延長時間１時間未満の場合１２８単位

（２）　延長時間１時間以上２時間未満の場合１９２単位

（３）　延長時間２時間以上の場合２５６単位

注　別にこども家庭庁長官が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達

支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、障害児に対して、児童発達支援計画に基づき指定児童発達支

援を行った場合に、当該指定児童発達支援を受けた障害児に対し、障害児の障害種別に応じ、当該指定児童発達

支援を行うのに要する標準的な延長時間で所定単位数を加算する。

１５　関係機関連携加算

イ　関係機関連携加算(Ⅰ)２５０単位

ロ　関係機関連携加算(Ⅱ)２００単位

ハ　関係機関連携加算(Ⅲ)１５０単位

ニ　関係機関連携加算(Ⅳ)２００単位

注１　イについては、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、保育所その他の障

害児が日常的に通う施設（以下この注において「保育所等施設」という。）との連携を図るため、あらかじめ

通所給付決定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児に係る児童発達支援計画の作成又は見直

しに関する会議を開催した場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算する。
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２　ロについては、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、保育所等施設との

連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、保育所等施設との間で当該障害児の心身の状

況及び生活環境の情報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその他の保育所

等施設との連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所定単位数を加算す

る。

３　ハについては、旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、児童相談所、こど

も家庭センター、医療機関その他の関係機関（以下この注３において「児童相談所等関係機関」という。）と

の連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、児童相談所等関係機関との間で当該障害児

の心身の状況及び生活環境の情報その他の当該障害児に係る情報の共有を目的とした会議を開催することその

他の児童相談所等関係機関との連絡調整及び必要な情報の共有を行った場合に、１月に１回を限度として、所

定単位数を加算する。

４　ハについては、旧主として重症心身障害児指定児童発達支援事業所が指定通所基準第２条第１３号に規定す

る多機能型事業所に該当する場合において、障害児及びその家族等について、同一の月に別表障害児通所給付

費等単位数表第５の１の８に規定する関係機関連携加算を算定しているときは、算定しない。

５　ニについては、障害児が就学予定の小学校等との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を

得て、小学校等との連絡調整及び相談援助を行った場合に、１回を限度として、所定単位数を加算する。

１６　事業所間連携加算

イ　事業所間連携加算(Ⅰ)５００単位

ロ　事業所間連携加算(Ⅱ)１５０単位

注　旧指定医療型児童発達支援事業所又は旧指定発達支援医療機関において、法第２１条の５の７第５項に規定す

る内閣府令で定める障害児支援利用計画案を市町村に提出した通所給付決定保護者に係る障害児が、複数の指定

児童発達支援事業所等において指定児童発達支援を受けている場合であって、別にこども家庭庁長官が定める基

準に適合する事業所間の連携を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき１回を限度として所定

単位数を加算する。

１７　保育・教育等移行支援加算５００単位

注１　旧指定医療型児童発達支援事業所の従業者が、障害児が当該旧指定医療型児童発達支援事業所の退所後に通

うこととなる保育所その他の施設（他の社会福祉施設等を除く。以下この注において「移行先施設」とい

う。）との間で、退所に先立って、退所後の生活に向けた会議を開催し、又は移行先施設に訪問して退所後の

生活に関して助言（以下この注において「保育・教育等移行支援」という。）を行った場合に、当該退所した

障害児に対して、退所した日の属する月から起算して６月以内に行われた当該保育・教育等移行支援につき、

２回を限度として所定単位数を加算する。

２　移行先施設に通うことになった障害児に対して、退所後３０日以内に居宅等を訪問して相談援助を行った場

合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

３　移行先施設との連絡調整を行った上で当該施設に通うことになった障害児について、退所後３０日以内に当

該施設を訪問して助言援助を行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。

１８　福祉・介護職員等処遇改善加算

注１　別にこども家庭庁長官が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして

都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業所（国、独立行政法人国立病院機構又は国立研究開発

法人国立精神・神経医療研究センターが行う場合を除く。注２において同じ。）が、障害児に対し、指定児童
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発達支援を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１７６に相当

する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１７３に相当

する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１６３に相当

する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１２９に相当

する単位数

２　令和７年３月３１日までの間、別にこども家庭庁長官が定める基準に適合している福祉・介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た旧指定医療型児童発達支援事業所（注１の加算を

算定しているものを除く。）が、障害児に対し、指定児童発達支援を行った場合に、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

あっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

５６に相当する単位数

（２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

４２に相当する単位数

（３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

５３に相当する単位数

（４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

３９に相当する単位数

（５）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

２２に相当する単位数

（６）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

１９に相当する単位数

（７）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

０１に相当する単位数

（８）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の１

４３に相当する単位数

（９）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分の９

８に相当する単位数

（１０）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分

の８１に相当する単位数

（１１）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分

の１０９に相当する単位数

（１２）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分

の７８に相当する単位数
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（１３）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分

の８８に相当する単位数

（１４）　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４）　１から１７までにより算定した単位数の１０００分

の６８に相当する単位数
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